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新たな大田区基本構想の策定に向けて
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令和５年７月  大田区長

　区は、平成20年に現在の大田区基本構想を策定し、区民一人ひとりの力を「地域力」として発揮し、区民と区が連携した誰も

が暮らしやすいまちづくりを進めてきました。一方で、現在の基本構想は策定から約15年が経過しており、この間の急激な少子

高齢化の進行や気候変動による風水害の激甚化、新型コロナウイルス感染症の流行などにより、区を取り巻く社会情勢や区民

の生活様式が大きく変化しており、区が目指すべき将来像を再検討すべき時期を迎えているといえます。

　そこでこの度、新たな大田区基本構想の策定に着手することといたしました。不確実性の高い時代においても、区民と区政 

の指針となりうる基本構想を策定するためには、区の現状や区を取り巻く社会情勢等について整理・分析を行い、エビデンス

（証拠）に基づいた形で将来像の検討を進めていくことが重要です。

　そのため、現在の基本構想策定時からの約15年の変化や他自治体と比較した際の区の特徴、今後の社会動向予測などにつ

いて、データとともにとりまとめ、区の強みや課題等を整理した「大田区データブック」を作成いたしました。

　このデータブックを活用し、区民や区内関係者の皆様から未来を見据えた様々なご意見を広く伺う

ことで、将来にわたって、区民と区政の確かな羅針盤となりうる新たな大田区基本構想の策定につな

げてまいります。
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目  次

大田区の特徴を簡潔に
確認したい方は
04「大田区の特徴・強み、
現状・課題」へ！



はじめに
（新たな大田区基本構想の

策定について）
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基本計画の施策等に
対応する具体的な
事業をまとめたもの

基本構想で定めた
将来像を実現するための
施策等をまとめたもの

目指すべき将来像や
まちづくりの基本的な考え方を示す
自治体の最上位指針
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「基本構想」とは
基本構想は、 区民と区政の進むべき方向を示す羅針盤

■基本構想は目指すべき将来像を示すもの
■目指すべき将来像は、区の職員だけでなく、大田区に関わる
全ての人々の共通の目標となる 大田区の目指すべき将来像

基本構想

基本計画

実施計画
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01 

は
じ
め
に
（
新
た
な
大
田
区
基
本
構
想
の
策
定
に
つ
い
て
）

【都市像】（１）安全で快適な住みよいまち
　　　　（２）活力と思いやりのあるまち
　　　　（３）文化をはぐくむまち
【区民像】（１）自主性と連帯性のある区民
　　　　（２）文化を創造し、継承する区民

【基本目標】
■生涯を健やかに安心していきいきと暮らせるまち
■まちの魅力と産業が世界に向けて輝く都市
■地域力と行政の連携がつくる人と地球に優しいまち

これまでの大田区基本構想
大田区では1982年に初めて基本構想を策定し、現在の基本構想は2008年に策定

将 来 像
地域力が区民の暮らしを支え、

未来へ躍動する国際都市  おおた

安全で快適な、活力と思いやりのある、

文化・福祉都市

1982年12月策定 2008年10月策定

まち
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新たな基本構想の策定に向けて

現在の大田区基本構想の
策定から約15年が経過

この間、社会情勢や区民の
生活様式は大きく変化

2023年度中の公表を目指し、
新たな大田区基本構想の策定に着手

■公募区民も含めた大田区基本構想審議会を設置
■あらゆる世代の区民のみなさまから幅広くご意見を伺うための
様々な区民参画手法を実施

（ 例 ）

・ワークショップ
・オープンハウス型の説明会
・WEBアンケート
・子ども向けアンケート など



大田区のこれまで
（15年間の変化や区の現状等）
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■増加傾向にあった総人口は、新型コロナ
の影響で2020年からは減少に転じた。ま
た、高齢化率が上昇する一方で、年少人口
比率は減少しており、少子高齢化が進ん
でいる。

■合計特殊出生率は、2015年をピークに減
少傾向にある。

■2010年は35～39歳の人口が最も多かっ
たが、2020年には45～49歳が最多であ
り、年齢構成の比重が高齢寄りに変化し
ている。

■年齢別に転出入の増減を比較すると、20
～24歳は転入超過だが、子育て世帯を含
む0～4歳及び30～39歳は大きく転出超
過となっている。23区の中で、大田区は0
～4歳の転出超過数が最も多くなってい
る。

人口は増加傾向だが、少子高齢化が進行している

大田区の総人口推移

大田区の年齢3区分別人口の推移

◎大田区の総人口は2019年までは増加傾向にあった。新型コロナの影響で2020年からは人口
減少に転じたが、減少のペースは緩やかになっている。

◎15年間で高齢化率が増加した一方で、年少人口比率は減少しており、少子高齢化が進んでいる。

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

15年間で総人口は増加したが、65歳以上の老年人口割合が上昇する一方で、
14歳以下の年少人口割合は減少し、少子高齢化が進んでいる。人口
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（資料）区住民基本台帳データを基に大田区作成
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（資料）区住民基本台帳データを基に大田区作成

（法改正により 2012 年 7月から外国人が住民基本台帳法の適用対象となったため、2013 年以降の人口総数は日本人と外国人の合計数を掲載）

人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地
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02 

大
田
区
の
こ
れ
ま
で
（
15
年
間
の
変
化
や
区
の
現
状
等
）

大田区 男性 女性

合計特殊出生率は2015年をピークに減少傾向

◎大田区の合計特殊出生率は、2015年をピークに減少傾向にある。ま
た、その水準は特別区平均と同水準で推移している。

合計特殊出生率の推移

20～24歳は転入超過だが、子育て世帯は転出超過がうかがえる

◎20～24歳は転入超過となっているが、子育て世帯を含む0～4歳及び
30～39歳は大きく転出超過となっている。

大田区年齢(5歳階級)別転入転出数(2022)

2010年からの10年間で人口ピラミッドの重心は上昇

◎2010年は35～39歳、2020年には45～49歳が最多であり、年齢構
成の比重が高齢寄りに変化している。

大田区人口ピラミッド（2010年） 大田区人口ピラミッド（2020年）

大田区は23区の中で0～４歳の転出超過数が最も多い

◎23区の中で、大田区は0～4歳の転出超過数が最も多くなっており、
次いで、品川区、新宿区の順になっている。

0～4歳の特別区の転出入状況（2022）
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（資料）東京都福祉保健局総務部総務課統計調査担当 「人口動態統計 年次推移（区市町村別）」を基に作成

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成

特別区 全国 男性 女性
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（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成
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■認可保育園等の整備により、保育園の待
機児童数はゼロを達成した。

■学童保育の保留児童は、2023年度時点
で、112人となっている。

■男性の育児時間は女性の4割以下であり、
その差は拡大傾向である。

■児童虐待の相談件数は増加傾向にある
が、ここ数年横ばいとなっている。

■子育てをしていて負担を感じることとして
は、経済的な負担が大きく、直近では食料
の物価上昇により、その負担が増してい
る。

保育園の待機児童数は、2021年度にゼロを達成した

保育園待機児童数と認可保育園数の推移

◎認可保育園の数は、大幅に増加している。
◎認可保育園等の整備の結果、保育園の待機児童数はゼロを達成した。

保育園の待機児童数は、2021年度にゼロを達成したが、
育児時間における男女差は未だ大きい。子育て
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（資料）「大田区政ファイル」を基に作成

待機児童数 私立保育園数(右軸）区立保育園数(右軸）
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人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地
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学童保育の保留児童が生じている

◎学童保育の保留児童は、2023年度時点で、112人となっている。

学童保育保留児童数の推移

児童虐待の相談件数は増加傾向だが、ここ数年は横ばいである

◎児童虐待の相談件数は増加傾向にあるが、ここ数年は横ばいで推移
しており、2021年度時点で、1,068件となっている。

児童虐待の相談件数の推移

男性の育児時間は女性の４割以下である

◎男性の育児時間は、女性の４割以下となっている。
◎2021年度の男女の育児時間の差は、2019年度と比べて広がっている。

子育て世帯にとって、食料費の負担は増している

◎子育てをしていて負担を感じることとしては、経済的な負担が大きく、
直近では食料の物価上昇により、その負担が増している。

子育てをしていて負担を感じること 23区の消費者物価指数
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（資料）こども文教委員会資料を基に作成

（資料）「こども家庭部事業概要」を基に作成

学童保育保留児童数 学童保育定員数(右軸）

総合 食料

男性と女性の育児時間（週全体平均）【配偶者あり・未就学児あり】（都）

（資料）東京都生活文化局「令和３年度男性の家事・育児等参画状況実態調査報告書」を基に作成
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（資料）文部科学省委託調査「家庭教育の総合的推進に関する調査研究」、総務省統計局「消費者物価指数CPI」を基に作成
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■学力は、多くの教科で東京都と比べてわ
ずかに低くなっているが、全国と比べると
同程度以上となっている。

■体力は、コロナ禍前は男子は横ばい、女子
は上昇傾向だったが、コロナ禍以降は男
女共に低下している。

■英検３級以上を取得している生徒の割合
は、上昇している。

■コンピュータやインターネットを学習に 
有効活用している児童の割合は増えてお
り、５割を超えている。

■自己肯定感は、コロナ禍で一時的に下がっ
たものの、近年上昇している。

■不登校児童・生徒の出現率は増加してい
る。

児童・生徒の学力は、東京都よりわずかに低く、全国と比べて同程度からやや高い

令和４年度 学力調査結果（平均正答率比較）◎大田区の全国学力調査の平均
正答率は、多くの教科で東京都
と比べてわずかに低くなってい
るが、全国と比べると同程度以
上となっている。

「体力合計点」の推移（小学校第6学年男女）◎男子児童の体力合計点は横ば
いだったが、コロナ禍以降は低
下している。

◎女子児童の体力合計点は上昇
傾向だったが、コロナ禍以降は
低下している。

児童の体力は、コロナ禍以降低下している。ICT機器を有効活用している児童や
「自分にはよいところがある」と感じる児童の割合は増加している。教育

（資料）こども文教委員会資料を基に作成

児童の体力合計点は、コロナ禍以降は低下している

（資料）東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査結果を基に作成
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英検３級以上を取得している生徒の割合は、上昇傾向である

◎英語検定３級以上を取得している生徒の割合は、上昇傾向となっている。

英語検定３級以上を取得している生徒の割合の推移（中学校第３学年）

児童の自己肯定感は、上昇傾向である

◎大田区の児童の自己肯定感はコロナ禍以降は一時的に下がったが、直
近 は上昇しており、東京都平均を上回っている。

「自分にはよいところがある」と回答した児童の割合の推移（小学校第6学年）

ICT機器を学習に有効活用している児童の割合は、増えている

◎コンピュータやインターネットなどを学習に有効に活用することができ
る児童の割合は年々増えており、2022年度には５割を超えている。

不登校児童・生徒の出現率は、上がっている

◎大田区の不登校児童・生徒の出現率は、増加傾向となっており、東京
都平均と同水準となっている。

不登校児童・生徒の出現率の推移
〈小学校〉

55

45

35

25
2018
（H30） （R1）

19 20 2221

（%）

（資料）大田区教育委員会調査結果を基に作成

（資料）全国学力・学習状況調査結果を基に作成

（資料）大田区教育委員会調査結果を基に作成

（資料）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」を基に作成

「コンピュータやインターネットなどを活用して、情報を収集して自分の考えをまとめたり、
発表したりすることができる」と回答した児童の割合の推移（小学校第６学年）

大田区 東京都 大田区 東京都
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80.1
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52.3 51.0
53.8
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70
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191817161513 1412109 2221

（%）
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50
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35
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19 20 2221

（%）

38.5

41.6 41.8

46.4

52.1

2015
（H27）

16 17 18 2119
（R1）

20

（%） 〈中学校〉

大田区 東京都
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※2011年・20年は全国学力・学習状況調査が
　中止のため、データを記載していない
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■大田区の高齢者人口は、過去15年間で3
万人程度、高齢化率は2.5ポイント増加し
た。また、近年、後期高齢者数が前期高齢
者数を上回った。

■大田区の高齢化率は23区中６位となって
おり、特別区の中では比較的高くなってい
る。

■高齢単身世帯数が高齢夫婦世帯数を上回
り、世帯構成に大きな変化が見られる。

■介護が必要になった場合、在宅での生活
を望む高齢者が比較的多い。

高齢者人口や高齢化率は15年前より増加した

高齢者人口・高齢化率

高齢者人口や高齢化率は2008年に比べて増加し、
高齢化率は特別区の中でも高くなっている。高齢者

（資料）住民基本台帳による年齢別人口を基に作成

◎高齢者人口は、近年おおむね横ばいで推移しているものの、15年前と比べて増加しており、高
齢化率もほぼ同様に変化している。

◎2018年度に75歳以上の「後期高齢者人口」が、65歳から74歳までの「前期高齢者人口」を上
回り、以降、その差は拡大している。

後期高齢者前期高齢者
180,000

135,000

90,000

45,000

0

24.0

22.5

21.0

19.5

18.0

（R1）
092008

（H20）
10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（人） （%）高齢化率（右軸）

61,094

74,078

63,109

75,511

65,727

74,327

68,007

74,247

70,360

78,178

71,865

81,632

73,391

84,669

75,704

85,342

78,376

84,751

80,878

83,800

83,608

82,017

85,606

80,504

86,168

80,161

86,750

78,910 75,006

89,728

22.6

20.1

164,734

135,172

人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地
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23区平均
20.28

特別区の中では、高齢化率が比較的高い

◎高齢化率について特別区内で比較すると、大田区は６番目となってお
り、23区平均を上回っている。

高齢化率（23区比較）

高齢者における要支援・要介護の割合は他自治体と比べて低い

◎65歳以上人口に占める要支援・要介護の割合は、23区平均を下回っ
ている。

65歳以上人口に占める要支援・要介護の割合

高齢単身世帯数が高齢夫婦世帯数を上回っている

◎高齢夫婦・単身世帯数どちらも増加傾向にあるが、特に高齢単身世帯
数は高齢夫婦世帯数を上回り、その差は拡大している。

介護が必要になる場合、在宅での生活が望まれている

◎介護が必要になった場合に希望する暮らし方について、合わせて 
43.4％が自宅での生活を希望している。

介護が必要になった場合に希望する暮らし方

高齢者世帯の推移

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成

（資料）「令和４年度大田区高齢者等実態調査報告書」を基に作成

（資料）東京都総務局統計部「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）令和5年１月」を基に作成

【2023年１月１日現在】

【2020年度】

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」を基に作成
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高齢夫婦世帯数 総世帯数に占める高齢夫婦世帯数の割合（右軸）
総世帯数に占める高齢単身世帯数の割合（右軸）高齢単身世帯数

18.32 18.94

22.00 21.73

自宅で、主に介護サービス等を利用したい

介護を受けられる有料老人ホームで暮らしたい

特別養護老人ホームに入りたい

自宅で、主に家族や親族に介護をしてもらいたい

サービス付き高齢者向け住宅で暮らしたい

シルバーピアで暮らしたい

認知症高齢者グループホームで暮らしたい

その他

子どもや親族等の家に住み替えて、介護をしてもらいたい

わからない

無効回答
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■区内の生活保護世帯数は、過去15年間で
増加したものの、近年減少傾向にあり、
13,000世帯程度で推移している。

■知的障がい及び精神障がいの手帳所持者
数は増加している。

■成年後見制度の申立件数は、増加傾向に
ある。

■団体等による地域福祉に関する活動が積
極的に行われている。

■地域活動やボランティア活動について、８
割以上の区民が、特徴次第では参加した
いと思っている。

生活保護世帯数及び受給者数は15年前より増加した

生活保護世帯数は2008年に比べて増加したが、近年は減少傾向である。
愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加している。福祉

4,446
5,172

6,388 5,722

（資料）健康福祉委員会資料を基に作成

生活保護世帯数及び受給者数

（資料）総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた」を基に作成

納税義務者数（所得割）あたりの課税対象所得

◎生活保護世帯数及び受給者数
は、15年前と比べて増加して
いるが、近年減少傾向にある。
また、保護率は東京都平均を
上回っている。

◎納税義務者数（所得割）あたり
の課税対象所得は、23区平均
を下回っている。
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8,000

6,000

4,000

2,000

0

（千円/人）

世
田
谷
区

目
黒
区

品
川
区

大
田
区

23区平均
4,965

【4月末日時点】

【2021年度】
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知的・精神障がいの手帳所持者数は増加している

◎身体障害者手帳所持者数はおおむね横ばいで推移しているが、愛の
手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加している。

障害者手帳所持者数

大田区社会福祉協議会と連携した企業の活動が進んでいる

◎大田区社会福祉協議会と連携した地域貢献活動に取り組む企業数及
び連携した取組を行った回数は、年々増加している。

成年後見制度の利用が少しずつ進んでいる

◎大田区に住民票がある方の東京家庭裁判所への申立件数は、2018 
年以降増加傾向にある。

８割以上の区民が、 地域活動等への参加意欲を示している

◎現在、約５割の方が地域活動やボランティア活動を経験しており、今後の参加
意向（特徴次第）も８割を超え、区民の社会参加拡大の可能性がうかがえる。

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
2008
（H20） （R1）

09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（人） 身体障害者手帳 精神障害者保健福祉手帳愛の手帳（知的障がい）

成年後見制度の申立件数

（資料）東京家庭裁判所家事第１部資料を基に作成（資料）「大田区政ファイル」を基に作成

（資料）大田区社会福祉協議会提供データを基に作成

現在参加している、または過去に参加した
ことがある地域活動やボランティア活動

地域活動やボランティア活動への参加意向大田区社会福祉協議会と連携した
地域貢献活動に取り組む企業数

左記企業と連携した取組を行った回数

（資料）「令和４年度大田区地域福祉計画実態調査報告書」(対象:大田区在住の18歳以上の区民)を基に作成

※「参加している（参加したことがある）」の項目は、
　100％から「特に参加していない（参加したことはない）」
　「無回答」を除いて算出

※「特徴次第では参加したい」の項目は、
　100％から「どのような特徴があっても参加したいと
　思わない」「無回答」を除いて算出
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186 37 11 6
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81 100 参加している

（参加したことがある）
49.8%

特徴次第では
参加したい
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したいと思わない

16.1%

特に参加していない
（参加したことはない）
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無回答
1.0%

無回答
1.9%

81 19 11



18

■65歳健康寿命は延伸傾向にある。

■国民健康保険加入者の特定健康診査の受
診率は、おおむね横ばいであるが、特別区
平均より低く推移している。

■国民健康保険加入者の一人当たりの医療
費は、特別区平均より高く推移している。

■スポーツ実施率は、横ばいで推移している
が、近年は東京都平均より低い。

65歳健康寿命は延伸傾向にある

65歳健康寿命

◎65歳健康寿命は延伸傾向であり、大田区の健康寿命は、東京都平均と同程度となっている。

65歳健康寿命は延伸傾向にあるが、一人当たり医療費(国民健康保険加入者)は
特別区平均と比較して高く推移している。健康・スポーツ

〈男〉

大田区 65歳健康寿命（要支援1） 大田区 65歳健康寿命（要介護2）
東京都 65歳健康寿命（要支援1） 東京都 65歳健康寿命（要介護2）

　87

86

85

84

83

82

81

80

　87

86

85

84

83

82

81

80
2008
（H20） （R2）

10 12 14 16 18 20

（歳） 〈女〉

2008
（H20） （R2）

10 12 14 16 18 20

（歳）

（資料）東京都福祉保健局「65歳健康寿命算出結果区市町村一覧」を基に作成

65歳の人が、何らかの障害のために要介護
認定を受けるまでの状態を健康と考え、そ
の障害のために認定を受ける年齢を平均的
に表すもの

81.72

81.79

80.53

80.66

82.62

83.01

81.28

81.37

84.81

84.84

82.15

82.27

85.95

86.19

82.99

83.34
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国民健康保険加入者の特定健康診査の受診率は、横ばいである

◎大田区国民健康保険加入者の特定健康診査の受診率は、近年おおむね横
ばいであり、特別区平均より低く推移している。

特定健康診査の受診率の推移 一人当たり医療費の推移

スポーツ実施率は、横ばいである

◎大田区のスポーツ実施率は横ばいであり、東京都と同程度で推移して
いる。

スポーツ実施率の推移（週1回以上スポーツをする人の割合）

国民健康保険加入者の一人当たりの医療費は、特別区平均より高い

◎大田区国民健康保険加入者の一人当たりの医療費は、特別区平均より
高く推移している。

７割以上の区民が、ウォーキング・散歩をしている

◎この一年間に７割以上の区民が、ウォーキング・散歩を実施している。
他には、体操、ランニング・ジョギングが多く実施されている。

この一年間に実施したスポーツや運動

（資料）大田区「区の施策検証等に向けた区民意識調査」、東京都「都民のスポーツ活動に関する実態調査」を基に作成

（資料）国保データベース（KDB）システム「同規模保険者比較（S21_005）」を基に作成

（資料）「令和4年度区の施策検証等に向けた区民意識調査」を基に作成

※1 ウォーキング・散歩（散策、ペットの散歩などを含む）
※2 体操（ラジオ体操、職場体操、空いている時間のストレッチ、ヨガ、縄跳びを含む）
※3 室内運動器具（ウエイト、ランニングマシーン、バランスボールを使った運動）

※算定には医科（外来・入院）、歯科、調剤のレセプト情報のみを使用

ウォーキング・散歩 ※1

体操 ※2

ランニング・ジョギング
サイクリング・モータースポーツ

ゴルフ
室内運動器具 ※3

ハイキング・登山
競技的球技（野球・サッカー・卓球・テニス等）

水泳（水中歩行も含む）
軽い球技（キャッチボール・親子での卓球等）

大田区 東京都

41.7
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60.4
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（%）

40

35

30

25
2018
（H30） （R1）

19 20 21

（万円）

33.9 34.8 34.0

37.0

29.0 29.9 29.4

32.3

（資料）特定健康診査等に関する法定報告を基に作成

大田区 特別区平均
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■住宅耐震化率は年々増加しており、９割
を超えている。目標値のおおむね解消（耐
震化率98％）に向け着実に推進してい
る。

■不燃領域率は目標値70％の達成に向け
各地域で年々改善が進んでいる。

■非常に激しい雨を記録した日数は増加傾
向にあり、羽田において50ｍｍ以上の降
水量を記録した日数は約40年前と比較し
て約1.5倍に増加している。

■令和元年台風19号による被害を受け、激
甚化する自然災害への迅速な対応を図る
ため、水防活動の拠点となる施設や設備
機器等を新しく整備するなど、水防体制
の構築を強化している。

■首都直下地震の被害想定では多くの項目
で被害が減少している。

耐震化率は９割を超え、不燃領域率の改善も進んでいる

大森中地域

あらゆる災害に強いまちづくりが進められてきた結果、
新たな首都直下地震の被害想定では、多くの項目で被害が減少している。防災

100

95

90

85

80

75
2014
（H26） （R1）

15 16 17 18 19 20 21

（%）

91.7

西蒲田地域 羽田地域

80

75

70

65

60

55

50

45
2016
（H28） （R1）

17 18 19 20 21

（%）

68.7

67.3

56.6

65.3

64.1

50.0

住宅耐震化率 整備地域の不燃領域率
（東京都「防災都市づくり推進計画」）

（資料）「大田区耐震改修促進計画」、東京都「防災都市づくり推進計画」を基に作成

◎住宅耐震化率は目標値のおおむね解消（耐震化率98％）に向け着実に推進している。
◎不燃領域率は目標値70％の達成に向け各地域で年々改善が進んでいる。

85.0

人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地



21

非常に激しい雨を記録した日数は増加傾向にある

◎50ｍｍ以上の降水量を記録した日数は約40年前と比較して約1.5倍
に増加している。

羽田で50mm/日 以上の降水量を記録した日数

首都直下地震の被害想定では、多くの項目で被害が減少した

◎地震による想定死者数は前回想定よりも減少した。
◎「閉じ込めに繋がり得るエレベーター停止台数」は大幅に増加した。

令和元年台風19号による被害を受けて、水防体制の構築を強化した

◎激甚化する自然災害に対し、迅速な水防活動を実施するため、水防体
制の構築強化を図っている。

東邦大学と連携し、新型コロナに対応した

◎東邦大学と連携し、官学連携プログラム等を通じて、新型コロナに迅
速に対応した。

12

10

8

6

4

2

0
1976
（S51） （H2） （R2）

78 80 82 84 86 88 100806040220009896949290 12 14 16 18 20 22

（日）

（資料）大田区HP「風水害対策」を基に作成（資料）気象庁「過去の気象データ検索」を基に作成

（資料）東京都防災会議「首都直下地震等による東京の被害想定」報告書を基に作成

閉じ込めに繋がり得るエレベーター停止台数

避難所避難者数

2012年公表 被害想定

マグニチュード7.3  予想震度６強（一部地域では７）

冬・夕方、風速８ｍ

2022年公表 被害想定

東京湾北部地震 都心南部直下地震

物的被害

人的被害

建物（半壊）

死者数

負傷者数

建物（全壊）
（うち火災棟数）

帰宅困難者数

モデルとなる災害 増減数

384台 1,508台 1,124台

△42,520人

△28,468人

△13,933棟

（△13,334棟）
△15,904棟

△2,597人

△347人

123,906人

208,667人

15,291棟

（18,884棟）
27,422棟

7,815人

726人

166,426人

237,135人

29,224棟

（32,218棟）
43,326棟

10,412人

1,073人

仲六郷水防資機材センター 田園調布水防センター

2019年 令和元年台風19号による田園調布地区の浸水被害

2020年 排水ポンプ車の追加配備、水防資材の拡充

2021年 大田区仲六郷水防資機材センター竣工

2022年 大田区仲六郷水防資機材センター運用開始（2023年に自家用発電機を配備）

2023年 大田区田園調布水防センター竣工・運用開始（自家用発電機を配備）

1976~85年の
平均：3.8日

2013~22年の
平均：5.6日 02 
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約1.5倍に増加

環境 DX地域力住まい 国際都市・多文化共生 産業・経済 自治体経営観光・文化

東邦大学教授が町工場や飲食店等を直接訪ね、
場所ごとにあった感染症対策方法を助言する等
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■千人当たりの刑法犯の認知件数は2008
年時点と比較して減少しており、23区で
８番目に少ない状況となっている。一方で
2022年には８年ぶりに増加した。

■交通事故発生件数は減少傾向だが、死者
数は横ばいの状態となっている。

■自転車盗難件数は2014年をピークに減
少傾向にある。

■特殊詐欺被害件数と被害金額は2017年
と比較して増加している。

■区民の約６割は治安に満足しているもの
の、３人に１人は不満を感じている。

刑法犯の認知件数は減少傾向である

刑法犯の認知件数は減少傾向だが、特殊詐欺被害件数等は増加傾向にある。治安

大田区は
23区で８番目に少ない

25

20

15

10

5

0
2008
（H20） （R1）

09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（件）

13.7

17.4

6.1

4.9

千人当たりの刑法犯認知件数の推移

（資料）防災安全対策特別委員会資料を基に作成

◎千人当たりの刑法犯の認知件数は2008年時点から減少している。
◎これまで千人当たりの刑法犯の認知件数は減少していたものの、2022年には８年ぶりに増加
した。

◎千人当たりの刑法犯の認知件数は23区で８番目に少ない。

大田区 23区平均

人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地
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交通事故発生件数は減少傾向だが、死者数は横ばいとなっている

◎交通事故発生件数と負傷者数は減少傾向である。
◎死者数は横ばいとなっている。

交通事故発生件数

特殊詐欺被害件数及び被害金額の推移

自転車盗難件数の推移

特殊詐欺被害件数は増加傾向にある

◎特殊詐欺被害件数及び被害金額は2017年と比較して増加している。

自転車盗難件数は減少傾向にある

◎自転車盗難件数は2014年をピークに減少傾向である。

区民の３人に１人は治安に不満がある

◎世論調査では58.5%は治安の良さに満足しているものの、34.1%は
不満を抱えている。

130

28,034

55,180

199

31,744

154

32,997 32,819

186

34,355

（資料）大田区HP「区内犯罪発生状況」を基に作成

治安のよさ

（資料）「令和３年大田区政に関する世論調査」を基に作成

（資料）大田区HP「区内の交通事故」を基に作成

（資料）防災安全対策特別委員会資料を基に作成
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2,528
2,305

1,544

1,426

10
13

2,797

3,617

2,073

1,139 1,248
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満足
している
11.7

不満
である
9.4

わからない  5.3
無回答  2.1

ほぼ満足している
46.8

少し不満である
24.7
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■京急蒲田駅を中心とした環状８号線等の
踏切が解消したことにより、区内交通の
利便性は大きく向上した。

■鉄道駅乗車人員はこれまで微増傾向に
あったものの、新型コロナの影響により大
幅に減少した。

■コミュニティサイクルはポート設置数の増
加に伴い、利用回数が増加している。

■自動車の保有台数は減少傾向にある。一
方で、区内のカーシェアリング車両台数
は年々増加している。

京急蒲田駅を中心とした踏切解消により道路交通が円滑化した

連続立体交差事業により区内交通の利便性は向上している。
鉄道駅乗車人員は新型コロナにより大幅に減少した。交通

上り線高架化前
（2007年）

上り線高架化後
（2008年）

下り線高架化後
（2010年）

環状８号線の踏切における１日当たりの踏切遮断時間

（資料）「全国街路事業コンクール応募資料」を基に作成

◎連続立体交差事業により、平和島駅から六郷土手駅、京急蒲田駅から大鳥居駅間の計28か所
の踏切が除却した。

◎京急蒲田駅付近の環状８号線や第一京浜国道において、踏切遮断時間（環状８号線では約 
10時間/日）が解消された。

（時間）0 3 96 12

解 消

人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地

10時間34分

６時間25分
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蒲田（JR）

新型コロナの影響
により激減

鉄道駅乗車人員は新型コロナの影響により大幅に減少している

◎区内の主要鉄道駅の乗車人員は微増傾向であったが、新型コロナの
影響で乗車人員は一時的に減少している。

区内主要鉄道駅乗車人員（年間） コミュニティサイクル各年度利用回数とサイクルポート設置数

コミュニティサイクルは年々利用者が増加している

◎2017年から始まったコミュニティサイクルは、ポート設置数の増加に
伴い利用回数が増加した。

自動車の保有台数は減少しているが、一方でカーシェアリング車両台数は増加している

◎自動車保有台数は減少している。
◎カーシェアリングが普及し、車両台数は増加した。

60,000

46,250

32,500

18,750

5,000
2008
（H20）

09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
（R1）

20 21

（千人） 大森（JR） 京急蒲田

（資料）交通臨海部特別活性化委員会資料を基に作成

自動車保有台数とカーシェアリング車両台数

（資料）関東運輸局「市区町村別自動車保有車両数」、カーシェア・マップリサーチセンターを基に作成（資料）「大田区政ファイル」を基に作成

49,531

38,083

25,094

8,596

33,966

8,949

53,046

35,251

11,923
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150,000

0
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35

0
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1918

（回） （箇所）サイクルポート設置数（右軸）各年度の利用回数

174,000

170,000

167,000

163,500

160,000

1,000
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500

250

0
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（H24）

21 222013 14 15 16 18 19
（R1）

17

（台数） （台数）カーシェアリング車両台数（右軸）自動車保有台数

42

538,515

113

20,813

170,129

174

164,040

897
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緑被率は減少傾向にある

緑被率※

◎地域における緑地面積の占める割合を示す「緑被率」は2018年に18.32％であり、1983年の
21.07％をピークに減少傾向にある。

◎草地と樹木被覆地の面積はいずれも2009年と比較して減少している。

（資料）「平成30年度大田区みどりの実態調査」を基に作成

緑被率は減少しているが、建築物における緑化や
公園・緑地の整備面積は増加傾向にある。公園・緑地

■区全体に対するみどりに覆われた割合を
示す「緑被率」は減少しており、草地と樹
木被覆地は少なくなっている。

■まちの景観を構成する建築物の屋上や壁
面の緑化面積は増加傾向にあり、良好な
景観が形成されている。

■区が実施したみどりに関するアンケート調
査によると、今後の大田区に求められるみ
どりの役割として、ヒートアイランド現象
やCO₂削減等の環境対策が第１位であ
る。

■地域コミュニティの場となる公園・緑地の
総面積は増加傾向にある。

■大規模な公園の整備にあたっては、ベン
チ・テーブルや飲食機能の充実などの要
望が多く、公園利用に伴う機能の充実を
求められている。

※緑被率とは地域における緑地面積の占める割合のこと
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18.32

635.51

581.38

20.47

643.88

563.99

20.31

577.62

571.4

20.42

551.58

472.93

21.07
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建築物の壁面緑化と屋上緑化の面積は増加している

◎2009年と比較して、壁面緑化面積は約２倍、屋上緑化等面積は約1.3倍に
増加している。

公園・緑地の総面積は増加傾向にある

◎2016年には公園総面積が減少したものの、その後は増加し続けている。

まちづくりに求められるみどりの役割は環境対策が第1位である

大規模公園の整備では、飲食機能の充実を求める声も多い

◎区民アンケートで大規模公園の改善点を訪ねた際、1番目は「ベンチ・テーブル等 
の施設を増やしてほしい」、2番目は「飲食機能をさらに充実してほしい」となった。

(資料）「グリーンプランおおた」を基に作成

（資料）「大森ふるさとの浜辺公園・大森東水辺スポーツ広場の利用に関するアンケート結果」を基に作成

（資料）「平成30年度大田区みどりの実態調査」を基に作成

（資料）「大田区政ファイル」を基に作成

壁面緑化 屋上緑化等

公園･児童公園･児童遊園･海上公園　総面積

今後の大田区におけるみどりの役割として求めるもの

ふる浜、水辺スポーツ広場の改善してほしいところは

◎みどりのまちづくりにおける今後の在り方に関するアンケートでは、最も多かったのが 
環境対策、次いで子育て空間創出や健康づくりの場の提供に関する声が多かった。

159

160

ベンチ・テーブル等の施設を増やしてほしい

飲食機能をさらに充実してほしい

遊具等を増やしてほしい

駐輪場を増やしてほしい

今のままでよい

413

355

204

0 100 200 300 400 500
（人）
n=1,149

3,000

2,950

2,900

2,850

2,800

2,750

2,700

2,650

2,600

2,550

2,500

（千㎡）

2008
（H20）

09 10 11 12 151413 16 17 18 20 21 2219
（R1）

2,710
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ヒートアイランド現象やCO₂削減等の環境対策に関すること

子育て空間の創出や健康づくりの場を提供すること

災害時の避難路や避難場所となること

地域のみどりや区民農園等のふれあえる場を提供すること

その他
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■住宅数は世帯数を上回り続けており、量
的には充足している。

■高齢単身世帯数は年々増加しており、
2000年に高齢夫婦世帯数を上回った
後、その差は広がっている。

■区が把握している適正に管理されていな
い空家は増加傾向にある。

■「職住近接」の傾向が強く、昼夜間人口に
も大きな差はない。

住宅数は世帯数を上回り続けており、量的には充足している

住宅数と世帯数の推移

◎世帯数は2008年の312 , 320世帯から379,610世帯に増え、住宅数は357,800戸から
427,580戸に増えた。世帯数の増加に合わせて、住宅数は2008年と比較して約1.2倍に増加
した。

◎住宅数は世帯数を常に上回り続けており、量的には充足している。

世帯総数は増えているが、
住宅総数も増加しており、量的には充足している。住まい
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350,000
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279,620

357,800

427,580

379,610

312,320

256,480

（資料）「大田区住宅マスタープラン」、「住宅・土地統計調査」を基に作成

住宅総数（戸） 世帯総数（世帯）
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高齢単身世帯数は増加傾向にある

◎高齢単身世帯数は年々増加しており、2000年に高齢夫婦世帯数を上
回った後、その差は広がりつつある。

区内就業者数の割合が高い

◎千代田区、港区に次いで３番目に区内就業者の割合が高く、職住近
接の傾向が強い。

15歳以上就業者における区内就業者数の割合

適正に管理されていない空家は増加傾向にある

◎区に寄せられた空家等情報により把握している空家等件数は2020 
年までは上昇傾向にあったが、以降はおおむね横ばいとなっている。

昼夜間人口比率は96 .5%

◎大田区の昼夜間の人口比率は96.5%であり、昼間と夜間の人口に大
きな差はない。

昼夜間人口比率
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（資料）総務省「国勢調査」を基に作成

（資料）「大田区住宅マスタープラン」、総務省「国勢調査」を基に作成

区が把握している適正に管理されていない空家等件数

（資料）「大田区空家等対策計画」を基に作成

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成
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43.7%

高齢者世帯の推移
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■自治会・町会の加入率は減少傾向にある
が、同程度の人口を持つ他自治体と比較
すると高い。

■地域活動の参加経験がある区民は約半数
となっている。また、地域活動やボラン
ティア活動に参加したいと思う特徴として
は、「単発・短時間」、「自宅の近く」、「一人
でも参加できる」などが挙がり、気軽に参
加できるという特徴が求められている。

■地域団体が求める支援としては、情報提
供、PR、施設紹介など、情報提供に関する
要望が多くなっている。また、困っている
こととしては活動者の高齢化や人材の確
保が多く挙がっている。

■単独世帯の比率は上昇傾向にあり、23区
平均と同程度で推移している。

自治会・町会の加入率は比較的高い割合にあるが、減少傾向にある

自治会・町会の加入世帯数・加入率

◎自治会・町会の加入率・加入世帯数は他自治体と比較すると高いが、加入率は2011年を境に、
加入世帯数は2015年を境に減少傾向となっている。

◎コロナ禍となった2020年以降、加入率・加入世帯数はどちらも大幅に減少した。

自治会・町会の加入率は他自治体よりも高い傾向にあるが、
加入率は2011年をピークに減少傾向にあり、コロナ禍で減少が加速した。地域力
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（資料）「大田区政ファイル」各年版、総務省「地域コミュニティに関する研究会報告書」、東京の自治のあり方研究会最終報告を基に作成

加入世帯数 大田区加入率(右軸) 人口50万人以上の市区(右軸) 東京都平均(右軸)

人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地
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大田区

気軽に参加できる地域活動の形式が求められている

◎地域活動の参加経験がある区民は約半数となっている。また、地域活
動やボランティア活動に参加したいと思う特徴としては、「単発・短時
間」、「自宅の近く」、「一人でも参加できる」などが挙がり、気軽に参加
できるという特徴が求められている。
現在参加している、または過去に参加した
ことがある地域活動やボランティア活動

地域活動やボランティア活動に参加したいと思う特徴 

活動者の高齢化や人材確保に困る地域団体が多い

◎地域活動団体が困っていることとして、活動者の高齢化や人材の確保
が多く挙がっている。

地域活動団体が困っていること

地域団体が求める支援として、情報提供関連の要望が多い

◎地域団体が行政に求める支援として、助成金が２番目に多く挙がっ
た。全体的には、情報提供、PR、施設紹介など、情報提供に関連する支
援を求める声が多い。

単独世帯の比率は上昇傾向にある

◎単独世帯の比率は年々上昇しており、23区平均と同程度で推移して
いる。

単独世帯率の推移

55
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40
2005
（H17） （R2）

10 15 20

（%）

（資料）総務省「国勢調査」を基に作成
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1.0%

（資料）「令和４年度大田区地域福祉計画実態調査報告書」を基に作成

（資料）「令和４年度大田区地域福祉計画実態調査報告書」を基に作成
※左グラフ「参加している（参加したことがある）」の項目は、100％から「特に参加していない（参加したことはない）」「無回答」を除いて算出
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（資料）「令和４年度大田区地域福祉計画実態調査報告書」を基に作成
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■2019年まで増加傾向にあった外国人区
民人口はコロナ禍を境に一時的に減少し
たが、再び増加に転じている。

■2022年の外国人区民人口は、23区中第
７位である。

■大田区は周辺自治体と比べ、ベトナム・
フィリピン・ネパール国籍の住民割合が高
い。

■外国人・日本人ともに多文化共生意識は
高まっている。

■日ごろの暮らしで困っていることとして、
税金・保険のしくみや物価高などを挙げ
た外国人がそれぞれ約３割となっている。

外国人区民の人口は増加傾向にあったが、コロナ禍で一時的に減少

外国人区民の人口及び比率の推移

◎外国人区民の人口及び比率は、2019年までは増加傾向にあったが、コロナ禍で減少した。そ
の後、2022年には再び増加に転じている。

◎外国人区民の比率は、15年間で0.8%上昇した。

外国人人口（大田区）

外国人区民の人口は増加傾向にあり、
外国人と日本人の多文化共生意識も高まっている。国際都市・多文化共生 　　
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（資料）区住民基本台帳データを基に大田区作成

外国人比率(大田区)(右軸)

2.64

3.44

25,03425,287

18,231

人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地
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外国人区民人口は23区中第７位

◎2022年の外国人区民人口は、23区中第７位であり、外国人割合は19
番目になっている。

外国人・日本人ともに多文化共生意識は高まっている

◎2018年から2023年の間で、「互いに認め合い、暮らしていると思う
か」という質問に対し、肯定的な回答をした外国人は約8%上昇し、　
日本人は３％上昇した。

大田区では、日本人と外国人が互いに認め合い、暮らしていると思うか

ベトナム・フィリピン・ネパール国籍の住民割合が比較的高い

◎全体の傾向として、中国、韓国籍の住民割合が高くなっている。大田区
は、ベトナム・フィリピン・ネパール国籍の住民割合が比較的高くなっ
ている。

日ごろの暮らしで困っていることとして、税金 ・保険のしくみや物価高などが挙がる

◎日ごろの暮らしで困っていることとして、税金・保険のしくみや物価高
などを挙げた外国人がそれぞれ約３割となっている。

外国人区民が日ごろの暮らしで不便に感じていること・困っていること

（資料）大田区多文化共生実態調査を基に作成（資料）大田区多文化共生実態調査を基に作成

国籍別外国人人口の割合（2022）

（資料）東京都「東京都の統計」、川崎市「外国人国籍地域別統計」を基に作成

外国人区民人口及び比率の比較（2022）

（資料）東京都「東京都の統計」を基に作成
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■産業のまち大田区は、都内一のものづく
り企業の集積、23区最多の商店街数を誇
り、製造業・卸売業・小売業が地域経済を
支えている。

■ピーク時に比べると、工場数・従業者数・
製造品出荷額等いずれも減少傾向ではあ
るものの、どの数値も23区中第１位であ
る。

■区内付加価値額は増加傾向にある。一方
で、区内事業所のデジタル化への対応は
遅れている。

■商店会の後継者不足が深刻化している。

産業のまち大田区は製造業事業所と商店街の多さが特徴

製造業の事業所数（23区比較）

商店街数（23区比較）

◎東京23区の中で、大田区は製造業の事業所が最も多く立地している。
◎東京23区の中で最も商店街が多い。

工場や商店街の数が23区で最も多い「産業のまち」であるが、
後継者不足などの問題も深刻化している。産業・経済

（資料）総務省「経済センサス-活動調査」を基に作成

（資料）東京都産業労働局「令和４年度東京都商店街実態調査報告書」を基に作成

【2021年】
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工場数・従業者数・製造品出荷額等はピーク時より減少傾向にある

◎工場数・従業者数・製造品出荷額等いずれも23区中第１位であるが、ピー
ク時に比べると減少傾向となっている。

工場数・従業者数・製造品出荷額等 労働生産性（企業単位）【2016年】区内付加価値額

ものづくり×デジタルの新たな潮流への対応が遅れている

◎ITを活用した業務効率化・生産性の向上に前向きな事業所は半数を
超えるものの、新技術・サービスの活用意向は低くなっている。

IT活用取組状況 新技術※・サービス活用状況

区内全体の付加価値額は増加傾向にある

◎区内全体の付加価値額は増加傾向にあるが、労働生産性は東京都平均
を下回っている。

商店会における後継者不足が深刻化している

◎商店街が抱えている問題点の第１位は「後継者が不足している」であ
り、年々その割合は高くなっている。

商店街が抱えている問題点（複数回答）

（資料）「大田区の景況（令和３年４～６月期）」「大田区ものづくり産業等実態調査の実施及び結果検証等業務委託調査報告書」を基に作成

（資料）RESAS 地域経済分析システムを基に作成

（資料）東京都産業労働局「令和４年度東京都商店街実態調査報告書」を基に作成

（資料）東京都総務局統計部「工業統計調査報告」を基に作成

※新技術：AI（人工知能）やビッグデータ解析、3Dプリンタ等

【対象:製造業】 【対象:製造業】

環境 DX地域力住まい 国際都市・多文化共生 産業・経済 自治体経営観光・文化

後継者が不足している

商店街に集客の核となる店舗がない、あるいは弱い

商店街の業種構成に不足がある

商店街活動が活発でない

空き店舗が増加している

0 10 20 30 40 50 60 70 80
(%)

【2022年度上位5項目のみ掲載】

2016年度 2022年度2019年度
現在、活用している
現在活用していないが、今後活用したい
活用する予定はない

6.0%

12.5%

81.5%

取り組んでいる
取り組みたいが、検討段階である
まだ取り組んでいないが取り組む予定がある
特に取り組む予定はない

37.2%

14.9%10.1%

37.8%
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7,39144,000
43,000
42,000
41,000
40,000
39,000
38,000
37,000
36,000
35,000

2010
（H22）

13 15 18

(億円)

38,119

39,902

42,446 42,676
3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

9.0

7.5

6.0

4.5

3.0

1.5

0.0

(工場数)

2003
（H15）

04 05 06 07 08 09 10 12 13 14 16 17 18 2019
（R1）※2011（H23）、2015（H27）は、工業統計調査が実施されていないため未掲載

(万人・千億円)
工場数

全ての項目で
23区中第１位

7.6

3.5

2,515

4.4

1.9

1,162

従業者数（万人）(右軸) 製造品出荷額等（千億円）(右軸)
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■訪都国内旅行者数・観光消費額は、新型コ
ロナを契機に減少したが、コロナ禍前の
水準まで回復しつつある。

■訪都外国人旅行者数・観光消費額は、新
型コロナを契機に落ち込んだが、回復傾
向にある。

■コロナ禍で文化・芸術活動の鑑賞機会が
減少した区民がいる一方、新型コロナの
影響に関係なく、鑑賞する機会がなかっ
た区民も３割近い。

■来訪者が区の文化（歴史、伝統、芸術等）
に関わる活動機会については、多いと思
わない区民の割合が高くなっている。

旅行者数は、新型コロナの影響により一時的に減少したが、回復傾向

旅行者数（国・都）

◎訪都国内旅行者数は、新型コロナを契機に減少したが、コロナ禍前の水準まで回復してきて
いる。

◎訪都外国人旅行者数は、新型コロナを契機に大きく減少したが、回復傾向にある。

旅行者数は新型コロナの影響を大きく受けたが、回復傾向にある。
また、コロナ禍で文化・芸術活動の鑑賞機会が減少した。観光・文化

（資料）観光庁「旅行・観光消費動向調査」、日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数」、東京都「東京都観光客数等実態調査」を基に作成

※2021年は新型コロナの影響で一部調査を中止したため、年間値については掲載なし　※訪日外国人旅行者数について、2022年の数値は暫定値

2019(R1)

12,077

20

9,273

21

5,026

22

6,450

23

10,013

-17.1%2019年同期比

日本人国内延べ旅行者数※2【各年1～3月期】 
(単位:万人)

2019(R1)

8,054

20

3,940

21

66

22

101

23

4,791

-40.5%2019年同期比

訪日外国人旅行者数※1【各年1～3月期】 
(単位:千人)

※1：2022・2023年の数値は暫定値　※2：2023年の数値は速報
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0

(千人)
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09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
（R1）

20 21 22

訪都外国人旅行者数
訪日外国人旅行者数

訪都国内旅行者数（右軸）
日本人国内延べ旅行者数（右軸）

425,200

15,176

543,164

542,670

3,313
5,336

人口 教育 防災福祉子育て 高齢者 健康・スポーツ 治安 交通 公園・緑地
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観光消費額も旅行者数同様、少しずつ回復傾向にある

◎訪都国内旅行者観光消費額は、コロナ禍前の水準まで回復してきてお
り、訪都外国人旅行者観光消費額も回復傾向にある。

コロナ禍で、文化・芸術活動の鑑賞機会が減少した

◎コロナ禍で、文化・芸術活動の鑑賞機会が減少した区民は男女ともに３割前後であ
る。一方、新型コロナの影響に関係なく、鑑賞する機会がなかった区民も３割近い。

区内宿泊施設の宿泊者数は回復傾向にある

◎コロナ禍で一時的に減少したが、2022年度にはコロナ禍前の７割程度ま
で回復した。うち外国人については、コロナ禍前の３割程度となっている。

来訪者が区の文化（歴史、伝統、芸術等）に接する機会が少ない

◎来訪者が区の文化（歴史、伝統、芸術等）に関わる活動機会について
は、多いと思わない区民の割合が高くなっている。

（資料）「区の現状把握及び課題抽出のためのアンケート調査報告書」を基に作成

（資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」を基に作成  ※従業員10人以上の宿泊施設が調査対象

（資料）「令和４年度区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査」を基に作成

（資料）観光庁「旅行・観光消費動向調査」、観光庁「訪日外国人消費動向調査」、東京都「東京都観光客数等実態調査」を基に作成

【年度ごと】

他の都市から訪れた人にとって、区の文化に接する機会が多いと思うか

あまりそう思わない
31.0%

ややそう思う
13.8%

そう思う
2.9%

わからない
28.5%

無回答
3.3%

そう思わない
20.4%

コロナの流行後、文化・芸術活動の鑑賞機会は増えたか

36.45.2 17.2 30.0 9.1 2.1

28.36.4 15.6 34.8 12.2 2.7

32.55.9 16.7 31.4 10.4 3.1

増えた
一時的に減ったが、徐々に戻りつつある
コロナの影響に関係なく、鑑賞する機会は変わらずあった

減った
コロナの影響に関係なく、鑑賞する機会がなかった
無回答

全体

男性

女性
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(％)

区内宿泊施設の延べ宿泊者数・外国人延べ宿泊者数

2,000,000

1,600,000

1,200,000

800,000

400,000

0

(人)
30

24

18

12

6

0

(％)

2009
（H21）

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
（R1）

20 21 22

1,094,671

1,715,130

1,152,735

366,299

105,32576,523

9.1

21.4

7.0

延べ宿泊者数 外国人が占める割合うち外国人延べ宿泊者数

観光消費額（国・都）
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0
2008
（H20）
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（R1）

20 21 22

(億円) (億円)
訪都外国人旅行者観光消費額
訪日外国人旅行者観光消費額

訪都国内旅行者観光消費額（右軸）
日本人国内旅行者観光消費額（右軸）

41,496 12,645

47,756

46,235

4,092
3,347

※2021年は新型コロナの影響で一部調査を中止したため、年間値については掲載なし　※訪日外国人旅行者観光消費額について、2020～2022年の数値は試算値

環境 DX地域力住まい 国際都市・多文化共生 産業・経済 自治体経営観光・文化
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■大田区のCO₂排出量総量は、2015年を
ピークに減少傾向にあるが、23区で2番
目に多い(2019年時点）。

■猛暑日の日数は増加傾向にあり、2010年
以降は毎年猛暑日が見られる。

■ごみ収集量は減少傾向にあったが、コロ
ナ禍で一時的に増加した。資源回収率は
上昇傾向にあり、15年間で４％上昇した。

■化石燃料は直近の10年で増加したが、今
後は減少が見込まれ、それに伴い電気の
割合が増える。運輸部門においては、水素
の増加も推測されている。

■区民の約９割が環境問題・エネルギー問
題を意識している一方で、行動に移せてい
ない区民も一定数いる。

CO ₂排出量総量は、2015年をピークに減少傾向にある

区内CO₂排出量の推移（部門別）

◎CO₂排出量総量は2015年をピークに減少傾向にあるが、23区で2番目に多い(2019年時
点)。

◎部門別に見ると、廃棄物部門を除いておおむね減少傾向となっている。

CO ₂排出量は減少傾向にあるが、温暖化は依然進行している。
区民の環境意識は高いが、行動に結び付いていない人も一定数いる。環境

（資料）環境省「自治体排出量カルテ」各年版を基に作成

4,000
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2,000
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0

（キロトン）
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（H20）
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産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）

3,117.6
53.6

618.7

940.1

936.9

2974.7
110.5

553.4

924.0

1096.0

568.3 290.8

23区で
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(2019年)
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猛暑日の日数は増加傾向にある

◎猛暑日の日数は増加傾向にあり、2010年以降は毎年猛暑日が見られる。

化石燃料は直近の10年で増加したが、今後は減少が見込まれる

◎化石燃料は直近の10年で増加したが、今後は減少が見込まれ、それに伴い
電気の割合が増える。運輸部門においては、水素の増加も推測されている。

ごみ収集量は減少傾向にあり、資源回収率は上昇

◎ごみ収集量は減少傾向にあったが、コロナ禍で一時的に増加した。資源
回収率は上昇傾向にあり、15年間で4%上昇した。

区民の約9割が環境問題・エネルギー問題を意識

◎環境問題・エネルギー問題を意識する区民が約88%である一方、特に
行動していない区民も約43%いる。

（資料）IEA「World Energy Outlook 2022」
 129頁「Figure 3.4 ▷ Total final consumption by source in the NZE Scenario, 2010-2050」を加工して作成

(資料)大田区HP「大田区のごみと資源の収集回収量」を基に作成

(資料)「区の現状把握及び課題抽出のためのアンケート調査報告書」を基に作成

（資料）気象庁「過去の気象データ」を基に作成

年間猛暑日日数の推移（東京）

世界の最終エネルギー消費量の推移（分野別推計）

区内ごみ収集量・リサイクル率の推移

環境問題やエネルギー問題に対する意識と行動

環境問題やエネルギー問題を
意識しておらず、特に行動もしていない

無回答

日頃から環境問題やエネルギー問題を
意識した行動をしている

環境問題やエネルギー問題を意識し、
行動にも気を付けるようにしている

環境問題やエネルギー問題を
意識しているが、特に行動はしていない

約88%

約43%

10.8

43.3

33.9

9.2

2.8
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（資料）IMD「World Digital Competit iveness Ranking」を基に作成

日本のデジタル競争力ランキング（世界６３か国中）

◎2022年の日本のデジタル競争力は過去最低の順位となっており、コロナ禍で急激に進んだ世
界各国のDXに後れを取っている。

◎日本は無線通信環境や技術面で高い評価を得ているものの、ビッグデータの活用や企業の迅
速なデジタル対応は最下位となっている。

日本は強みはあるものの、コロナ禍で急激に進んだ世界のDXに後れを取る■2022年の日本のデジタル競争力は過去
最低の順位となっており、世界各国のDX
に後れを取っている。

■日本は無線通信環境や技術面で高い評価 
を得ているものの、ビッグデータの活用や
企業の迅速なデジタル対応は最下位と
なっている。

■区民等からの申請手続の中で、オンライ
ン化の対象となるもののうち、約97%は
未対応であり、オンライン化の余地が残っ
ている。

■区民の4人に1人は、手続がオンラインで
できることを認識しているにもかかわら
ず、あえてオンライン以外の方法を選択し
ている。

■マイナポイント施策等を経てマイナンバー
カードの交付率は大きく上昇した。

デジタル・トランスフォーメーション

日本以上のスピードで世界のデジタル・トランスフォーメーションが進んでいる。
手続のオンライン化への取組は道半ばである。DX

国名

デンマーク

アメリカ

スウェーデン

シンガポール

日本

順位

1
2
3
4
　
29

… …

2022年総合順位
順位

1
2
2
63
63
63

指標名

高等教育の生徒当たり教師数

ワイヤレスブロードバンド加入者数

世界へのロボット供給

機会と脅威への迅速な対応

企業の俊敏性

ビッグデータの活用・分析

2022年指標別順位(一部抜粋)

2013
（H25）

1514 16 17 18 20 21 2219
（R1）

20 20

23 23

27

22
23

27
28

29

15
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(資料)「区の現状把握及び課題抽出のためのアンケート調査報告書」を基に作成

（資料）大田区DX推進本部資料を基に作成

（資料）総務省「マイナンバーカード交付状況について」を基に作成

（資料）総務省「通信利用動向調査」を基に作成

マイナンバーカード交付率

情報通信機器の保有状況（全国・世帯） 大田区における行政手続

オンラインによる区の行政手続の利用状況

◎マイナポイント施策等を経てマイナンバーカードの交付率は大きく
上昇した。

◎区民の4人に1人は、手続がオンラインで利用できることを認識して
いるにもかかわらず、あえてオンライン以外の方法を選択している。

◎区民等からの申請手続のうち、オンライン化の対象となるものは
3,744件あるが、うち約97%は未対応である。

◎2017年にスマートフォンの保有率がパソコンを抜いて1位となった。
◎2022年は90.1%の世帯がスマートフォンを保有している。

2017年にスマートフォンの保有率がパソコンを抜いて1位となった

オンライン手続を利用しない区民も多い マイナンバーカードの交付率は大きく上昇した

行政手続のオンライン化の取組は道半ばである

2017
（H29）

18 20 21 22 2319
（R1）
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（%）

マイナポイント第１弾

マイナポイント第2弾

9.9 13.2
16.7 20.1

30.9

47.3

65.6

オンラインで行政手続できるものは、
オンラインで利用している

今までに利用した行政手続で、
オンラインで利用できるものはなかった

利用した行政手続がオンラインで
利用できることを知らなかった

利用したい行政手続がオンラインで利用できることを知っているが、
全ての手続について、オンライン以外の方法で利用している

利用したい行政手続がオンラインで利用できることを知っているが、
一部の手続についてはオンライン以外の方法で利用している

オンラインで行政手続を利用したことはあるが、
現在はオンラインで利用できるとしてもその他の方法で利用している

手段（窓口・郵送・オンライン）を問わず、
大田区の行政手続を利用したことがない

31.8
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※法令上不可（デジタル行政推進法の適用除外）、未回答含む

（2023年3月末時点）

区民からの申請手続
5,050件

オンライン化対象手続
3,744件

その他
1,306件※

未対応
3,643件

対応済
101件
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(資料)「OTAシティ・マネジメントレポート」を基に作成

経常収支比率の推移

◎経常収支比率は、リーマンショックにより一時的に悪化したが、近年は改善傾向となっている。
◎大田区の経常収支比率は、23区平均を上回っている。

経常収支比率は、リーマンショックにより悪化したが、近年は改善傾向である■経常収支比率は、リーマンショックにより
一時的に悪化したが、近年は改善傾向と
なっている。

■経済活動の停滞等による一般財源の減収
局面に備えて、計画的に基金残高を確保
している。

■特別区債残高は、発行抑制や償還を進め
たことで、着実に減少している。

■行政需要の増大・多様化等に伴い、歳出決
算額は増加傾向にある一方、職員の現員
数は着実な業務改革の取組により減少傾
向にある。

■管理職に占める女性職員の割合は、
2008年と比較して増加しているが、近年
は横ばいとなっている。

経常収支比率は改善傾向にある。行政需要の増大等に伴い
歳出決算額は増加傾向にある一方で、職員現員数は減少傾向にある。自治体経営

※経常収支比率：財政の硬直度を表すものさしとなる指標。
この数値が高いということは、義務的経費以外に使える財源に余裕がないことを示す。
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（資料）内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」を基に作成（資料）「大田区職員定数基本計画」等を基に作成

（資料）「OTAシティ・マネジメントレポート」を基に作成（資料）「OTAシティ・マネジメントレポート」を基に作成

管理職に占める女性職員の割合

基金総額と主な内訳の推移 特別区債現在高の推移

条例定数・現員数と一般会計歳出決算額

◎大田区の管理職に占める女性職員の割合は、2008年と比較して増加して
いるが、近年は横ばいとなっており、23区平均をわずかに下回っている。

◎行政需要の増大・多様化等に伴い、歳出決算額は増加傾向にある。一方、職
員の現員数は、外部化を含む着実な業務改革の取組により減少傾向にある。

◎近年の大田区の財政体質は、区債残高が着実に減少し、今後の公共
施設等の維持・更新を計画的に進めるため、発行余力を蓄えている。

◎リーマンショック、新型コロナに伴う経済活動の停滞等による一般
財源の減収局面においては、基金の適切な活用が必要となる。

将来の財政需要等に備え、計画的に基金残高を確保している

区の歳出決算額は増加傾向にあるが、現員数は減少傾向にある 管理職に占める女性職員の割合は2008年から上昇したが、近年は横ばいである

特別区債の残高は着実に減少している
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条例定数 一般会計歳出決算額(右軸)現員数

※「条例定数」...大田区職員定数条例に定める職員の定数の合計(事務事業を執行していくために必要な「現員数」の上限)。 
「現員数」...区に在籍している全ての職員数(総職員数)から大田区職員定数条例で定める定数外職員(派遣、休職、育児休業など)を除いた人数。
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23区で唯一空港があるまち おおた
①羽田空港の概要

◎1931年に「東京飛行場」として正式開港以来、首都・東京の玄関口と
して機能し、国内の空港の中でも特に利用者数が多く、発着容量は
48.6万回/年と日本最大の空港となっている。

③羽田空港の乗降客数

◎利用者数は国際線再就航後、年々増加している。コロナ禍により一時
的に減少したが、現在回復傾向にあり、今後コロナ禍前まで戻ると見
込まれている。

羽田空港乗降客数の推移

④羽田空港勤務者の居住地

◎羽田空港に勤める従業員
約57,000人の居住地を自
治体別に見た場合、大田区
が圧倒的に多く、全体の約
３割を占めている。

◎都県別の場合、東京都が約
56％、神奈川県が約30％
となっている。

羽田空港勤務者の居住地（2020年度）

（資料）国土交通省「暦年・年度別空港管理状況調書」を基に作成

（資料）国土交通省資料を基に作成

②ランキングで見る羽田空港

◎利用者数は全国１位、世界５位（2019年度）。

（資料）英SKYTRAX社2023年調査による

※PRM：高齢者、障がいのある方や怪我をされた方の
　　　　ことを指す
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2008
（H20） （R1）

09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（万人）
国内線
49空港

約500便/日（往復）

順位
1

空港
羽田

2 成田国際
3 関西国際
4 福岡
5 新千歳

年間旅客数
8,222万
3,954万

◎様々なランキングでも世界的に優秀な成績を誇る（2023年度）。

国内線空港総合評価部門 11年連続1位
PRM※対応部門 ５年連続１位清潔な空港部門 ８年連続１位

2,866万
2,304万
2,281万

順位
1

空港
アトランタ

2 北京
3 ロサンゼルス
4 ドバイ
5 羽田

年間旅客数
11,053万
10,001万
8,807万
8,640万
8,551万

国際線
25ヵ国・地域 51都市
最大144便/日（往復）

（資料）国土交通省資料を基に作成 （資料）「Airports Council International Worldwide-Airport
Traffic Report-Calendar Year 2019」を基に作成

31%

2,970

6,560

2010年 国際線定期便が再就航
４本目の滑走路（D滑走路）供用開始

品川区
2,374

世田谷区
1,152

横浜市
9,745

川崎市
4,982

その他東京都
9,455

その他神奈川県
2,224 千葉県

5,388

埼玉県  1,873 その他県  905

空港従業員数
57,269人

大田区
18,044

港区
1,127
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大田区全域
課題の提示

解決策の示唆

自動運転バス

ロボット研究開発拠点 ARスポーツ「HADO」 Zepp Haneda

足湯スカイデッキ

羽田イノベーションシティにおける取組
①羽田イノベーションシティの事業コンセプト

◎公民連携により事業を推進することで、世界と地域をつなぐゲートウェイとし
て国内外のヒト・モノ・情報を集積させ、ここに集う国内外のプレイヤーが互い
に交流し、新たなビジネスやイノベーションを創造するとともに、国内外に日本
のものづくり技術や日本各地域の魅力を発信する「新産業創造・発信拠点」の
形成を目指している。2023年11月ごろにグランドオープンを予定している。

②先端産業と文化産業の主な取組

自動運転バスによる実証実験

ロボットデリバリーサービスの導入検証

③スマートシティの取組

◎持続可能都市大田区の形成を支えるスマートシティの構築 モビリティ・・・・・・・・

ロボティクス・・・・・・・・・・

✔  解決が困難な社会課題に対する解決策を生み出すため、先端技術を活用
した実験の場（テストベッド）となるスマートシティを羽田空港跡地第１
ゾーンに構築 

✔  国土交通省スマートシティ事業にて「スマートシティ実装化支援事業」に
選定

画像提供：羽田みらい開発株式会社

持続可能な都市を
構築するための諸課題

ホットトピック・1
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①新空港線構想の誕生

◎新空港線の構想が初めて明文化されたのは昭和57年の大田区基本
構想。そこから大田区は今日に至る約40年間新空港線の実現に向け
た取組を進めてきた。

③「羽田エアポートライン株式会社」設立

◎令和４年10月に大田区と東急電鉄株式会社との共同出資により、新
空港線の整備主体となる第三セクターの羽田エアポートライン株式会
社を設立。

④整備事業における費用の仕組み

都市計画交付金
特別区財政調整
交付金の活用

区の負担を
さらに軽減

②新空港線の概要

◎新空港線は、 矢口渡～大鳥居をつなぐ鉄道新線。東急多摩川線矢口
渡駅付近から多摩川線を地下化し、東急蒲田駅（地下）、京急蒲田駅（地
下）を通り、大鳥居駅の手前で京急空港線に乗り入れる計画となってい
る。

新空港線実現への歩みホットトピック・2



47

02 

大
田
区
の
こ
れ
ま
で
（
15
年
間
の
変
化
や
区
の
現
状
等
）

①ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは

大田区は2023年度
「ＳＤＧｓ未来都市」・「自治体ＳＤＧｓモデル事業」に

「ダブル選定」されました!

◎ＳＤＧｓは、2015年開催の国連サミットにおいて全会一致で採択され
た2030年までに達成すべき国際目標

◎先進国を含む国際社会共通の目標として、持続可能な世界を実現する
ための包括的な17のゴールと169のターゲットで構成されている。

◎ＳＤＧｓの理念に沿った取組を推進しようとする都市の中から、
特にポテンシャルが高い都市を選定する内閣府の制度

◎毎年30都市程度がＳＤＧｓ未来都市として認定され、うち特に
優れた10都市はモデル事業選定都市、いわゆるダブル選定都市
として認定される。

◎ＳＤＧｓ推進に向けた大田区の動き

・2022年３月 大田区におけるＳＤＧｓ推進のための基本方針を策定
・2022年４月 大田区ＳＤＧｓ推進会議を設置

✔  国家レベルだけでなく、一般市民や産業界等の多様な主体の連携・
　  協力が必要 

✔  自治体行政は、地域の経済・社会や歴史・文化等の実態に即した施
策を推進する責任・役割を担う。

ＳＤＧｓの達成に向けて

ＳＤＧｓ未来都市とは

選定証を手に記念撮影をする鈴木区長

大田区のＳＤＧｓ推進についてホットトピック・3



48



大田区のこれから
（将来推計等）

49
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大田区の総人口はコロナ禍で減少に転じた後、2025年以降再び増加するが、 
2040年から本格的な人口減少時代に突入する。

■大田区の総人口は2040年から減少する
ことが見込まれる。

■高齢化率は、全国と比べて緩やかではあ
るものの上昇する。特に203 0年から
2050年にかけて大きく上昇することが
見込まれる。

■2040年には65歳以上の人口が大幅に増
加し、年齢構成の比重が高齢寄りに変化
することが見込まれる。

■総世帯数が減少する一方、単独世帯率の
増加が見込まれる。

■人口の社会増減はコロナ禍でマイナスに
なったが、2025年以降はプラスに戻るこ
とが見込まれる。一方、自然増減はマイナ
スが続く。

2040年から本格的な人口減少が見込まれる

大田区の総人口の推移（人口推計）

◎総人口は2025年から増加に転じるが、2040年をピークに減少に転じる。
◎総人口は2020年から2070年までのおよそ50年で約24,000人（約3.2％）減少する。
◎高齢化率は50年で5.3％上昇し、特に2030年から2050年にかけて大きく上昇する。

大田区の年齢３区分別人口の推計

（資料）「大田区人口推計」を基に作成

（資料）「大田区人口推計」を基に作成

老年人口 生産年齢人口 年少人口 高齢化率（右軸）
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大田区の人口減少・高齢化の進行速度は全国より緩やか

◎人口の減少・高齢化率の上昇が予測されるが、その傾向は全国よりも
緩やかである。

全国と大田区の総人口・高齢化率の見通しの比較

世帯数が減少する一方で、単独世帯率は上昇する

◎大田区の世帯数は、およそ50年で約10,000世帯（約2.8％）減少す
る。また、単独世帯の割合は、およそ50年で1.9%増加する。

大田区の総世帯数・単独世帯率の見通し

2020年からの20年間で人口ピラミッドの重心は更に上がる

◎2040年には65歳以上の人口が大幅に増加し、年齢構成の比重が高
齢寄りに変化することが予測される。

社会増減はプラスになる一方で、自然増減はマイナスが続く

◎人口の社会増減はコロナ禍でマイナスになったが、2025年以降はプラ
スに戻ることが予測される。一方、自然増減はマイナスが続く。

大田区総人口の増減（2025年以降は推計値）

大田区人口ピラミッド（2020年） 大田区人口ピラミッド（2040年）

398,687
387,673

（資料）「大田区人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」を基に作成

※総人口は2020年を１とした場合の値

※グラフ内の数値は増減数を示す

（資料）「大田区人口推計」を基に作成

（資料）総務省「国勢調査」、「大田区人口推計」を基に作成

（資料）「大田区人口推計」を基に作成
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約940万人

約270万人

外国人区民人口及び比率の推移（大田区）

大田区の外国人区民は増加を続ける見通し

◎外国人区民は今後も増加することが見込まれる。
◎総人口に対する外国人区民の割合は年々上昇し、2070年には約4.7%
になることが見込まれる。

日本の外国人住民は今後も増加が見込まれる

◎日本全体の外国人住民は今後も増加し、2070年には2020年の３
倍以上の人口となることが見込まれる。

◎外国人住民の割合は同様に年々上昇し、2070年には10％を超える
ことが見込まれる。

27,972

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」を基に作成（資料）総務省「国勢調査」を基に大田区作成

外国人区民人口 外国人区民比率（右軸）
40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

8

7

6

5

4

3

2

1

02025 70
（R7）

30 40 4535 50 60 6555

（%）（人）

3.81

35,197

4.66

2.2

10.8

外国人住民人口及び比率の推移（日本）

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

12

10

8

6

4

2

02020 70
（R2）

3025 40 4535 50 60 6555

（%）（千人）
外国人住民人口 外国人住民比率（右軸）

■大田区の外国人区民は今後も増加することが見込まれる。

■総人口に対する外国人区民の割合は年々上昇し、2070年に
は約4.7%になることが見込まれる。

■日本全体の外国人住民は今後も増加し、2070年には2020
年の３倍以上の人口となることが見込まれる。

■外国人住民の割合は同様に年々上昇し、2070年には10％を
超えることが見込まれる。

大田区の外国人区民は今後も増加を続けることが見込まれる。
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（資料）内閣府「第６回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」を基に作成

（資料）一般社団法人日本経済団体連合会「副業・兼業に関するアンケート調査結果」を基に作成
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テレワークに加え、副業・兼業など、働き方は更に多様化している。

■テレワークの実施率は、コロナ禍以降大
幅に上昇し、23区では2021年9-10月に
55%を超えたが、その後はやや減少傾向
となっている。

■副業・兼業も広がりを見せ、既に50%以上
の企業で認められており、今後も更に広が
ることが見込まれる。

■企業も、副業・兼業を認めることにより、
キャリア形成やスキルの習得といった点
で、効果を得ている。

テレワークの実施率が上昇していることに加え、副業・兼業も認められる動きが
広がっている

◎テレワークの実施率は上昇傾向にあり、特に23区では50%以上の人がテレワークを実践している。

社外での副業・兼業を認めている企業の割合（全国） 副業・兼業を認めたことによる効果

◎副業・兼業を認める企業は、2019年以降大幅に増加している。
◎社外での副業・兼業を認めている企業の約４割が「多様な働き方へのニーズの尊重」、「自律
的なキャリア形成」といった点で効果を感じている。

0 10 20 30 40 50
（%）

多様な働き方へのニーズの尊重

自律的なキャリア形成

本業で活用できる知識・スキルの習得

人材の定着

セカンドライフへの関心の高まり

特に効果は出ていない

43.2

39.0

18.5

13.7

13.0

22.6
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DXに関する先進事例（国内）

書かない窓口の推進（神奈川県横須賀市）

◎「書かない窓口」の取組。手続の
事前案内や届出書の電子作成
等により、窓口で書類を書かず
に円滑に手続が行えるように
なった。

写真：神奈川県横須賀市提供

自動配送ロボットの社会実装が本格化（経済産業省）

◎2023年4月1日「道路交通法の
一部を改正する法律」の施行に
より、一定の要件を満たすロ
ボットは、届出制により公道を
走行できるようになった。

写真：経済産業省提供

自治体運営によるドローン配送サービス（長野県伊那市）

◎物流や交通機能が低下している
中山間地域の高齢者を中心に、
日用品の買物困難地域の住民
や企業と連携し、ドローン配送
システムを構築した。

写真：長野県伊那市提供

3D都市モデルの整備・活用・オープン化（熊本県玉名市）

◎国土交通省が主導するプロジェ
クトに参画し、時系列浸水シ
ミュレーションデータを3D可
視化し、防災指針検討への活用
を行った。

写真：熊本県玉名市提供

ブロックチェーンを活用し公共施設のCO2削減量を
リアルタイムに可視化（佐賀県佐賀市）

◎ブロックチェーンを活用し、清掃工場ご
み発電所の発電実績記録と、公共施設
の利用実績の記録を一元化し、リアルタ
イムでの地産地消率、CO2削減量の表示
を可能にした。

写真：佐賀県佐賀市提供

分身ロボットを活用した、入院等をしている
子どもの教育機会の提供（愛知県豊橋市）

◎分身ロボット「OriHime」はカメ
ラ等が搭載された遠隔操作ロ
ボットであり、教室に置くこと
で、児童・生徒が病院等からリア
ルタイムで授業に参加すること
を可能にした。写真：オリィ研究所提供
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DXに関する先進事例（海外）

行政サービスを一元的に提供する
アプリケーションの開発（アメリカ・ミシガン州）

◎ モバイルアプリケーション
「MiPage」を開発し、州のあら
ゆる行政サービスを統合して提
供することを目指している。

（出典）日本貿易振興機構「米国行政における電子化（デジタルガバメント）及びクラウド活用の現状」より作成

AIによる下水道管の点検（韓国・ソウル特別市）

◎下水道内の汚染水の漏洩や、地
盤の沈下・陥没を防ぐため、A I  
による下水道パイプライン欠陥
検出システムを整備した。

（出典）Urban SDGs Knowledge Platform「AI Based Sewage Pipeline Defect Detection System」より作成

ビッグデータを活用した安全確保（韓国・ソウル特別市）

◎交通事故の発生状況、児童の通学路の
データ、ヒヤリハット体験地点、危険認識
地点等のビックデータを収集・分析し、交
通安全指導員の配置や標識の設置に反映
した。

（出典）Urban SDGs Knowledge Platform「Make Going to School Safe Using Public Big Data」より作成

ビッグデータを活用した都市課題の解決（アメリカ・イリノイ州）

◎センサ装置を街中に設置し、天気
や騒音などの都市環境に関する
データをリアルタイムで収集する。
そのデータは、大気汚染やヒートア
イランド現象、渋滞などの都市課題
の解決に向け、研究機関や公的機
関が利用する。

（出典）Array of Thingsより作成

デジタルプラットフォームによる
学校と家庭の連携強化（フィリピン・バランガ市）

◎保護者と教師の双方がアクセ
ス可 能 な デ ジタルプ ラット
フォーム上で生徒の成績等の
情報を整理し、学校と家庭の連
携の強化を図っている。

（出典）Urban SDGs Knowledge Platform「City of Balanga Education Unified Portal Solution」より作成

医療におけるAR（拡張現実）の活用（中国）

◎重症新生児のオンライン面会
において、看護師がAR眼鏡を
かけて看護することで、家族は
看護師の視点でよりリアルな
面会を体験できる。

（出典）日本貿易振興機構「中国で蓄積が進む５Gの活用事例（ユースケース）」より作成
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■温暖化対策を行わずに迎えた21世紀末
と、対策を行った上で迎えた21世紀末で
は、気温や猛暑日の日数などに大きな差
が生じる。

■温暖化対策を取らない場合（４℃上昇シナ
リオ）は、21世紀末の大雨の発生回数が
20世紀末の約2.3倍に増加する。

■国や東京都も2050年カーボンニュートラ
ルに向けた取組を加速している。

温暖化対策を行わない場合、 関東圏全域の平均気温が約4. 2℃上昇する

◎温暖化対策の有無で、気象に様々な影響が発生する。

21世紀末の世界平均気温が工業化以前（1850-1900年）と比べて約2℃上昇する。

（資料）東京管区気象台「東京都の気候変動（令和４年３月）」を基に作成

※冬日・猛暑日・真夏日・熱帯夜に記載されている日数は年間日数を指す

最低気温が０℃未満の日 最高気温が35℃以上の日 最高気温が30℃以上の日

最低気温が０℃未満の日 最高気温が35℃以上の日 最高気温が30℃以上の日

温暖化対策の有無によって未来の環境は大きく異なる。

21世紀末（2℃上昇シナリオ：パリ協定の2℃目標が達成された場合）

21世紀末の世界平均気温が工業化以前（1850-1900年）と比べて約4℃上昇する。

21世紀末（4℃上昇シナリオ：追加的な緩和策を取らなかった場合）

気温 冬日 猛暑日 真夏日 熱帯夜

関東圏は
約１.3℃
上昇

１6日
程度減少

6日
程度増加

１8日
程度増加

１4日
程度増加

気温 冬日 猛暑日 真夏日 熱帯夜

関東圏は
約４.2℃
上昇

３7日
程度減少

３1日
程度増加

６0日
程度増加

５8日
程度増加
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温暖化対策を取らないと大雨の災害発生のリスクが増大する

◎温暖化対策を取らないことで、大雨の発生回数が20世紀末と比べて
21世紀末に約2.3倍に増加する。

◎一方で、温暖化対策を取った場合には大雨の発生回数の頻度の増加
率は緩やかになる。

東京（羽田）の1時間降水量50mm以上の発生回数の変化

国や東京都は高い目標を掲げて温暖化対策を加速している

◎国は2030年までに温室効果ガス排出量削減率46％（2013年比）を
目標として、脱炭素や住宅・建築物の省エネ化に向けた取組を進め
ている。

◎東京都は2030年までに温室効果ガス排出量削減率50％（2000年
比）を目標として、省エネの最大化と脱炭素エネルギーへの転換を
図っている。

✔  100以上の「脱炭素先行
地域」を創出 

✔  住宅や建築物の省エネ基
準への適合義務付け拡大

✔  省エネの最大化と再エネ利
用拡大によるエネルギーの
脱炭素化 

✔  様々な分野で水素エネル
ギー活用を推進 
2023年６月１日に水素エネル
ギーの利活用拡大に向け川崎
市・大田区・東京都による連携協
定を締結

温室効果ガス削減における国と東京都の目標と、それに向けた取組例

（資料）気象庁「過去の気象データ検索」、気象庁「日本の気候変動2020」を基に作成 （資料）環境省「地球温暖化対策計画」、東京都「2030年カーボンハーフに向けた取組の加速」を基に作成

21世紀末
（2℃上昇シナリオ）

羽田で50mm/日 以上の降水量を記録した日数

12

10

8

6

4

2

0
1976
（S51） （H2） （R2）

78 80 82 84 86 88 100806040220009896949290 12 14 16 18 20 22

（日）

約1.6倍に増加
（20世紀末との比較）

約2.3倍に増加
（20世紀末との比較）

2030年

✔  2050年に向けたイノベー
ション支援として、水素
など重点分野の研究開
発及び社会実装を支援

✔  使用エネルギーが100% 
脱炭素化 

✔  都内全ての建物がゼロエ
ミッションビルに 

✔  CO2実 質ゼロのプラス
チック利用が実現 

✔  食品ロス発生量実質ゼロ 等

2050年

21世紀末
（4℃上昇シナリオ）

削減率46%
（2013年比）

削減率50%
（2000年比）

カーボンニュートラル

ゼロエミッション東京
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■マグニチュード7クラスと推定される首都
直下地震は30年以内に70%程度の確率
で発生すると予測されている。

■東京都の被害想定によると、首都直下地震
で23区の約6割が震度6強以上とされて
おり、大田区ではほぼ全域で震度6強以上
の揺れが想定されている。

■温暖化によって水害の危険性も高まって
おり、海面上昇や強い台風の増加につな
がる場合がある。

■富士山は約300年間噴火しておらず、今
後噴火する際は大規模な噴火になる可能
性が指摘されており、大田区でも甚大な
被害が想定される。

首都直下地震で、 大田区はほぼ全域で震度6強以上の揺れが想定されている

◎都内で最大規模の被害が想定される都心南部直下地震では、震度6強以上の範囲は23区の約
6割に広がると想定されている。

◎大田区での建物被害は42,713棟、死者は726人と想定されている。

都心南部直下地震（M7.3)による震度分布及び被害想定

（資料）東京都防災会議「首都直下地震等による東京の被害想定」報告書を基に作成

地震・水害・噴火など、様々なリスクへの対応が求められる。

ライフラインとインフラ

救出救助や被災地支援

分類

電力・上水道・通信・鉄道が発生直後には広範囲で使用できなくな
るものの、3日～1週間後以降は段階的に回復すると見込まれる。

地震の発生直後には同時多発的に火災が起きる。
また避難後も電気復旧後の通電火災が起きる恐れがある。
至る所で道路寸断が発生し、被害状況の確認や救出救助、消火活
動等が困難化する。

地震後に起こりうる事態
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温暖化に伴い海面が上昇し、水害の危険性も高まる

◎令和元年台風19号のような大型台風が再び到来した際に、海面が上
昇していることで、被害はこれまでよりも大きなものとなってしまう。

富士山が噴火し、火山灰が積もった際に起こりうる影響

◎国による富士山噴火時の降灰シミュレーションによると、大田区で
は鉄道の運行停止や停電などの被害に遭うと示されている。

（資料）国土交通省「海面水位・高潮・高波の観測事実と将来予測～「日本の気候変動2020」から～」
国土交通省「気候変動を踏まえた水災害対策等検討小委員会」資料、気象庁HPを基に作成

写真：2019年10月11日12時 赤外画像（気象庁提供）

（資料）内閣府「大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ」資料を基に作成

令和元年台風19号衛星写真

〈条件〉
風向：西南西風卓越
気象：降雨

〈凡例〉
　　 道路の交通支障
　　 実線：四輪駆動車
　　　　　通行不可
　　 停電可能性

　　 地上の鉄道運行停止

鉄道

分類

微量の降灰で地上路線の運行が停止する。

道路 視界低下による安全通行困難となる。道路上の火山灰や交
通量増等による速度低下や渋滞が起こる。

空港 飛行機はエンジン停止し、空港は長期間に渡って閉鎖される。

人の移動 鉄道の運行停止と道路の渋滞により一時滞留者が発生す
る。帰宅・出勤等の移動が困難となる。

上水道 原水の水質が悪化し、浄水施設の処理能力を超えること
で、水道水が飲用不適または断水となる。

噴火発生時に起こりうる事態

海面

分類

0.71ｍ上昇し、大田区の水辺環境に影響が生じる。

台風のエネルギー源である大気中の水蒸気量が増加するた
め、日本付近における台風の強度は強まる。

豪雨の発生頻度の増加に伴い、洪水が激化する。

台風

洪水

温暖化が進行した際に起こりうる事態
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（資料）「蒲田駅周辺地区グランドデザイン」、「大森駅西口周辺の都市基盤施設整備方針」を基に作成

まちづくりの方向性（拠点・軸・エリアに応じたまちづくり）

整備イメージ図

新空港線整備を契機に蒲田駅・大森駅周辺などで、
魅力的な鉄道沿線のまちづくりが進められる。
リニア中央新幹線の開通により巨大な経済圏の誕生が見込まれる。

■蒲田では「にぎわいあふれる多文化都市、
誰もが安心して気持ちよく過ごせる人にや
さしい蒲田」をまちの将来像に掲げ、東西
駅前広場、東西自由通路、駅舎・駅ビルな
どJR・東急蒲田駅周辺の基盤施設の整備
検討を行っている。

■大森では東京都の事業である補助第28
号線池上通りの拡幅と区の事業である大
森駅西口広場の一体整備に向け、関係機
関との調整・協議を進めている。

蒲田・大森駅周辺において魅力的なまちを目指したまちづくりが進められる

◎蒲田駅を中心とする地区にお
ける都市基盤を再整備し、周
辺街区の老朽化した建物の更
新を促進させるなど、蒲田駅
周辺の一体的なまちづくりを
進めている。

◎大森駅西口では、令和４年１月
に都市計画決定をした池上通
り及び大森駅西口広場の整備
に向けて、取組を進めている。
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リニア中央新幹線により、東京から大阪までの巨大な経済圏が誕生する

◎リニア中央新幹線の開業により、三大都市圏が１時間で結ばれ、三大都
市圏がそれぞれの特色を発揮しつつ一体化し、４つの主要国際空港※1、
２つの国際コンテナ戦略港湾※2を共有し、世界からヒト、モノ、カネ、
情報を引きつけ、世界を先導する「スーパー・メガリージョン※3」の形成
が期待される。

国土交通省が示すリニア中央新幹線がもたらすインパクト

リニア中央新幹線整備による鉄道日帰り交通圏の拡大

（資料）国土交通省「スーパー・メガリージョン構想検討会」資料を基に作成

※１ : 成田国際空港、羽田空港、中部国際空港、関西国際空港
※２ : 京浜港、阪神港
※３ : 大都市とその周辺都市で構成される新しい経済単位

東京圏・名古屋圏・大阪圏が一体化し、その三大都市圏を合
わせたGDPは、フランスやイギリスを超え、ドイツに迫る。

リニア開通による時間と場所からの解放が、暮らしに多様
な選択肢をもたらす。

リニアと新幹線・高速道路ネットワークが有機的につなが
り、多重性・代替性が強化される。

ライフ
スタイル

分類

三大都市圏の一体化によって、海外からの魅力が向上する。

経済

災害

観光

リニア中央新幹線がもたらすインパクト
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公共施設の維持・更新やインフラ資産の整備等に係る費用は、
今後増加することが見込まれる。

公共施設・インフラ施設の維持・更新費用は、今後40年間で10 ,605億円の支出が見込まれる

公共施設・インフラ施設の維持・更新費用の試算

◎「大田区公共施設等総合管理計画」の過去の実績値は211.9億円/年であり、今後も長期的に公共施設等の維持・更新費用の増大が見込まれる。

（資料）「大田区公共施設改築・改修等中期プラン」を基に作成

※個別分野ごとの集計のため、内訳と合計は一致しない

区営住宅 学校施設 その他公共施設 インフラ
450
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300
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0
2023
（R5）

24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 58 59 60 61 6253 54 55 56 57

（億円）

総合管理計画の過去の実績値
211.9億円/年

1.25倍

今後40年間総額
総額：10,605億円
265.1億円/年
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大田区ってどんなまち？

面  積 人  口 年  齢

外国人 財  政 空  港

（資料）区住民基本台帳データ（2022）

※令和４年の外国人区民比率：3.44%  （資料）区住民基本台帳データ（2022） ※令和３年度決算  （資料）OTAシティ・マネジメントレポート

（資料）大田区政ファイル （資料）東京都の統計HP（2022）

面積は23区で１位！ 総人口は23区で３位!

最も大きい歳出は民生費5,667円

大田区の年齢構成は・・・
0～14歳 15～64歳 65歳以上

10.6% 66.8% 22.6%

世田谷区
練馬区
大田区
足立区
江戸川区
杉並区
板橋区
江東区
葛飾区
品川区

915,439

738,914

728,425

690,114

688,153

570,786

568,241

532,882

464,175

404,196

民生費
5,667円

総務費   935円

衛生費   982円

土木費   837円

教育費   1,105円

公債費   85円 その他   389円

Ota City Ota City Ota City

区民のおよそ30人に１人が外国人 区の歳出を１万円とすると・・・ 世界と繋がる日本の玄関口、

羽田空港

Ota City Ota City Ota City

61.86km2
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ものづくり 商店街 新産業創造・発信拠点

銭  湯 SDGs 大田区公式PRキャラクター

©大田区

大田区の特徴である
羽田空港、桜、銭湯をPR

飛行機

風呂桶桜

中小企業・町工場が集積 商店街数は都内最多！ 新産業・イノベーションの拠点
「羽田イノベーションシティ」

Ota City Ota City Ota City

大田区の銭湯は都内最多！
「黒湯」が有名

2023年度、「SDGs未来都市」・
「自治体SDGsモデル事業」にW選定！

Ota City Ota City Ota City
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■大田区の総人口は約73万人で23区で第３位
■総人口は一時的に減少するものの、2025年に再び
増加に転じる。

■2040年まで人口は増加傾向であり、その後は減少
に転じるも、全国と比較すると人口減少や高齢化の
進展は緩やか

■20歳から24歳の世代は大きく転入超過

■認可保育園等の整備により、令和３年度から保育園
の待機児童はゼロ

■保護者の所得にかかわらず、高校生以下の医療費や
小中学校の給食費が無償

■こども食堂発祥の地とされており、区内に37箇所ある。

■合計特殊出生率は近年減少傾向
■2035年ごろからは団塊ジュニアが高齢者となり、少
子高齢化が更に進行する。

■0～4歳及び30～39歳の転出超過が顕著であり、子
育て世帯の転出超過がうかがえる。

■男性の育児にかける時間は、女性と比べると短い。
■引き続き、放課後児童の居場所づくりが必要
■児童虐待の相談件数は増加傾向にあるが、ここ数年
は横ばい

区の特徴や
強みの一例

現状や課題
の一例

子育て

人 口
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■ ICT教育の推進により、コンピュータやインターネッ
トを学習に活用できる生徒の割合が増えている。

■児童の自己肯定感は上昇傾向であり、東京都平均を
上回っている。

■2025年度から、教科「おおたの未来づくり」を新設
し、現実社会の諸課題と結びついた教科等横断的な
カリキュラム（小５・６）により「未来を創る力」を育
成する。

■2023年度から、児童が英語に親しみ、積極的に英語
を用いたコミュニケーションを行うための学習「おお
たグローバルコミュニケーション（ＯＧＣ）」を新設
し、研究校において国際教育を推進する。

■2021年に23区初の不登校特例校分教室を設置し、
2030年には公立で全国初の新築による不登校特例
校の設置を予定

■地域が学校を支え、地域全体で子どもを育てる環境
がある。

■産業や羽田空港を擁する国際的な環境など、教育に
生かせる資源がある。

■児童・生徒の思考力・判断力・表現力等を含めた基礎
学力の向上

■ＩＣＴを活用した教育の質の向上
■「主体的、対話的で深い学び」の実現に向けた授業
改善

■グローバル時代のコミュニケーション能力の育成
■児童・生徒の体力は、コロナ禍以降低下
■不登校児童・生徒の出現率は増加傾向で、特に中学
校では５%を超えており、未然防止、早期対応の更な
る充実が必要

■知的障がい、発達障がい等、特別な支援が必要な児
童・生徒の割合は増加傾向であり、一人ひとりに応じ
たきめ細かな教育が必要

区の特徴や
強みの一例

現状や課題
の一例

教 育
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■高齢化率は23区中６位で増加傾向にあり、23区平
均を上回っている。

■高齢者人口のうち、介護ニーズの高まる後期高齢者
（75歳以上）の割合が高まっており、2018年度には
50％を超えた。

■高齢夫婦・単身世帯数どちらも増加傾向にあるが、
特に高齢単身世帯数が増加傾向にある。

■福祉課題が多様化・複雑化しており、一つの支援機
関や単一の制度利用だけではニーズに対応できない
ため、包括的な支援体制が必要である。

■生活保護世帯数は近年減少傾向にあるが、保護率は
東京都平均を上回っている。

■高齢者における要支援・要介護の割合は他自治体と
比べて低い。

■おおたフレイル予防事業や人生100年を見据えた健
康寿命延伸に係る取組により、自立した生活を送る
ことのできる元気高齢者が比較的多くなっている。

■高齢者が、前向きに安心した生活を送ることができ
るよう、元気なうちから将来に備えておく「老いじた
く」への区民の関心が非常に高まっている。

■社会福祉法人や地域活動団体、ボランティアなどが
地域福祉に関する活動を積極的に行っている。

■区民の社会活動の参加意向は比較的高く、活動の
特徴次第では、８割以上の区民が参加を希望してい
る。

現状や課題
の一例

区の特徴や
強みの一例

高齢者

福 祉
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■2021年の国民健康保険加入者の特定健康診査の受
診率は38.0%であり、特別区平均と比べて低く推移

■国民健康保険一人当たり医療費は、特別区平均と比
べて高く推移

■スポーツ実施率は横ばい
■新型コロナの経験を踏まえ、感染症の発生及びまん
延による健康危機に備える必要がある。

■マグニチュード７クラスと推定される首都直下地震
は、30年以内に70%程度の確率で発生すると予測
されている。

■区政に関する世論調査において「防災対策」への施
策要望は高く、自助・共助の取組の一層の強化を図
り、更なる減災を推進していく必要がある。

■温暖化の進行に伴い、大型台風が増加するなど、水
害の危険性も高まる。

■65歳健康寿命は延伸傾向で、男性は82歳、女性は
85歳を超えている。

■大田区総合体育館・大森スポーツセンター等、多くの
スポーツ施設や公園が集積する「新スポーツ健康
ゾーン」では、「する」スポーツから、「みる」スポーツ
まで、幅広くスポーツを楽しむことができる。

■高度先進医療にアクセスしやすい。

■住宅の耐震化率や不燃領域率は年々上昇しており、
耐震化率は９割を超えた。

■令和元年台風１９号の経験を踏まえ、「仲六郷水防資
機材センター」や「田園調布水防センター」を整備す
るなど、水防体制を強化

■首都直下地震の被害想定では、10年前と比べ多くの
項目で被害が減少

■専門的な知見を持つ東邦大学と連携し、感染症に備
えた体制を整備

現状や課題
の一例

区の特徴や
強みの一例

健康・スポーツ

防 災
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■千人当たりの刑法犯認知件数は減少傾向にあり、23
区で８番目に少ない。

■交通事故発生件数は10年間でほぼ半減
■自転車盗難件数はピークの2014年と比較して約３
分の１に減少

■連続立体交差事業における踏切の解消により、区内
交通の利便性が向上した。

■ＪＲ、東急線、京急線、東京モノレール、都営線など
様々な鉄道路線により、区内全域に鉄道ネットワー
クが構築されている。

■コミュニティサイクルは、ポート設置数の増加に伴い
利用数も増加

■自動車の保有台数が減少する一方、カーシェアリン
グ車両台数は増加

■特殊詐欺の被害件数は増加傾向
■区民の３人に１人は治安に不満を抱えている。

■鉄道駅の乗車人員は新型コロナの影響で大幅に減
少

■多様な交通システムを活用し、残存する公共交通不
便地域を解消していく必要がある。

区の特徴や
強みの一例

現状や課題
の一例

交 通

治 安
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■2009年と比較して、2018年には壁面緑化面積は約
２倍、屋上緑化面積は約1.3倍に増加

■公園の総面積は増加

■緑被率は減少傾向
■公園整備に関する多様なニーズに応えていくため、
指定管理者制度やＰａｒｋ-ＰＦＩなどの公民連携手
法を検討していく必要がある。

Park- PFI：都市公園において飲食店、売店等の収益施設の設置
又は管理を行う民間事業者を公募により選定する制度

■世帯数は312,320件（2008年）から379,610件（2018
年）まで増加したが、住宅数も357,800件（2008年）か
ら427,580件（2018年）へ増加しており、量的には充足
している。

■区内就業者数の割合は43 .7%で23区で第３位と
なっており、昼夜間人口比率は96.5%であることか
ら、「職住近接」の傾向が強い。

■高齢単身世帯数は増加傾向
■空家件数は減少しているものの、適正に管理されてい
ない空家は増加

■高齢者や外国人等の住宅確保要配慮者に対する支
援が必要である。

現状や課題
の一例

区の特徴や
強みの一例

住まい

公園・緑地
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■自治会・町会加入率は減少傾向にあり、単独世帯率も
増加しているため、地域のつながりの希薄化が懸念
される。

■高齢化や人材確保、情報発信に困る地域団体も多
く、区民と地域団体の双方への適切な支援が重要

■全国的に外国人人口の増加が見込まれる中、多文化
共生社会の実現に向けた更なる取組が求められる。

■外国人区民の地域への帰属意識は高いが、受け入れ
る側の日本人区民の意識の醸成は道半ば

■行政サービスの仕組みがわかりづらいと感じる外国
人区民も多い。

■「東京の縮図」といわれるように、18の地域それぞれ
に特徴があり、地域ごとの彩りにあふれている。

■自治会・町会への加入世帯数及び加入率は人口50万
人以上の市区と比較して高い。

■外国人区民人口は2022年には約２万５千人で、増加
傾向にある。今後も増加を続けることが見込まれる。

■外国人区民人口は、23区中第７位である。
■日本人区民及び外国人区民ともに互いに認め合う共
生意識は高まっている。

■外国人区民の地域活動への参加意向は高い。

区の特徴や
強みの一例

現状や課題
の一例

国際都市・
多文化共生

地域力
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■大田区の町工場は経営者の高齢化や後継者不足な
どにより減少傾向

■労働生産性は東京都平均を下回っており、「稼ぐ力」
の強化が必要である。

■ものづくり×デジタルの新たな潮流への対応が遅れ
ている。

■商店会において後継者不足が深刻化している。

■新型コロナを契機に減少した訪都国内旅行者数及
び観光消費額は、コロナ禍前の水準まで回復しつつ
ある。

■訪都外国人旅行者数及び観光消費額は回復傾向に
あるものの、コロナ禍前の水準には至っていない。

■区民の３割が文化・芸術活動の鑑賞機会が少ないと
感じている。

■文化のまちとしてのイメージ醸成は、まだ道半ば。
「文化あふれるまち」として、多様な文化の地域資源
の定着を図り、文化施設間の回遊性を向上させる必
要がある。

■ＳＮＳを活用した情報発信を行っているが、訴求性に
課題がある。

■バーチャルミュージアムなど、収蔵作品や文化財等の
DXは道半ば

■高度な技術を持つ中小製造業が集積する国内有数
の「ものづくりのまち」

■区内の工場数・従業者数・製造品出荷額等はいずれ
も23区第１位

■羽田イノベーションシティを起点とした、「新産業を
創造・発信するまち」

■商店街の数は、23区第１位

■世界とつながる日本の玄関口である羽田空港を擁す
るまち

■商店街、「黒湯」と呼ばれる天然温泉を含む銭湯は、
23区で最多

■国際的なM IC E誘致の可能性があるHAN EDA  
GLOBAL WINGS

■記念館・博物館やホールなど、多様な文化施設や文
化資源が多くある。

■伝統行事やイベント（大田区平和都市宣言記念事業
「花火の祭典」、OTAふれあいフェスタ等）など、地域
に根差した文化事業を実施している。

現状や課題
の一例

区の特徴や
強みの一例

観光・文化

産業・経済
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■2008年からの15年間で、ごみ収集量は約２万トン
減少する一方、資源回収率は約４％上昇した。

■区民の約９割が環境問題を意識している。
■東京都・川崎市と水素利活用に関する協定を締結す
るなど次世代クリーンエネルギーの活用を積極的に
推進

■コロナ禍により、テレワークやオンライン会議が浸
透するなど、デジタル技術の活用が進んだ。

■マイナポイント施策等を経てマイナンバーカードの
交付率は大きく上昇した。

■CO2排出量は23区で第２位
■東京の猛暑日の日数は増加傾向にある。
■環境問題やエネルギー問題について、行動に移せて
いない区民も一定数いるため、更なる啓発活動が求
められる。

■温暖化対策を行わない場合、21世紀末の関東の平
均気温は約4.2℃上昇する。

■2022年の日本のデジタル競争力は過去最低の順位
となっており世界各国のDXに後れを取っている。

■行政手続のオンライン化は進んでいるものの、まだ
道半ば

■手続がオンラインでできるにもかかわらず、手続の
煩雑性や不安といった理由からあえてオンライン以
外の方法を選択している区民が一定数いる。

区の特徴や
強みの一例

現状や課題
の一例

環 境

D X
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■区の歳出総額に占める民生費の割合は特別区で２位
（令和３年度決算ベース）
■計画的に基金残高を確保することで、一般財源の減
収局面においても、基金を適切に活用し、安定的・継
続的に行政サービスを提供してきた。

■特別区債残高は、発行抑制や償還を進めることで着
実に減少しており、今後の公共施設等の維持・更新
に備え発行余力を蓄えている。

■区の経常収支比率は特別区平均より高い。
■公共施設の維持・更新やインフラ資産の整備に係る
費用は、今後増加することが見込まれる。

現状や課題
の一例

区の特徴や
強みの一例

自治体経営
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みなさまからの
ご意見を募集します!
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大田区のまちづくりの主役である区民のみなさまへ 
2040年ごろの大田区をどんなまちにしたいですか？

2040年ごろまでの大田区の
未来を描く「基本構想」の策定にあたっては

大田区のまちづくりの主役であるみなさまの

ご意見がとても大切です。

みなさまのご意見をぜひお聞かせください!

特に、2040年ごろには大人となり、

未来の大田区のまちづくりの
主役となる若い世代の方々の
考えもとても大切です!
自分が大人になったころの大田区を

どんなまちにしていきたいか、

考えてみましょう!

Q. 2040年ごろの大田区をどんなまちにしたいですか?

A .

そのために
今私達が

できることを
考えてみるぴょん!

©大田区
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ま
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!

2040年ごろの大田区をどんなまちにしたいですか。
区民のみなさまからのご意見を募集いたします。

大田区の目指すべき将来像等について、ぜひご意見をお寄せください。

◎対象者　　　区内在住・在勤・在学の方

◎実施期間　　令和５年７月14日（金）～９月11日（月）

◎回答方法　   ・インターネット https://ota-vision.studio.site
 　　　　　　　　　　　 ※ページ右下のQRコードからもご回答いただけます。
　　　　　　　　　　　　  Googleアカウントでのログインが必要です。

　　　　　　　  ・FAX　０３－５７４４－１５０２
　　　　　　　  ・郵送　 〒１４４－８６２１　
　　　　　　　　　　　  大田区蒲田５丁目13番14号
　　　　　　　　　　　  大田区役所企画課政策・企画担当宛て

みなさまの声をお聞かせください!

アンケートの回答は
こちらからお願いします



大田区

令和５年（2023年）７月
発行  大田区企画経営部
　　　〒144 - 8621  
　　　東京都大田区蒲田５丁目13番14号  
　　　電 話：03 -574 4 -1735（直通）  
　　　FAX：03 -574 4 -1502
　　　ht tp s : //www. c i t y . o t a . tok yo . jp

2040年ごろの大田区をどんなまちにしたいですか?
新たな基本構想の策定に向けた

大田区データブック
－大田区のこれまでとこれから－
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